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Abstract 

This project is for hydrogen production with solar energy on a huge raft floating on 

the South Pacific Ocean and for transport of liquified hydrogen. In previous papers, 

authors proposed a new raft system and showed that the system is efficient for collecting 

solar energy and able to follow solar motion in the range of allowable error. In this 

paper, the feasibility on the total plan is studied from technical view point and other 

ploblems are investigated; the polution and efficiency reduction of reflecting mirrors by 

sea-salt particles, transport of liquified hydrogen by tankers and meteorogical and ecological 

influence by the existence of huge raft floating on ocean are discussed. 

Energy conversion ratio is about 20 per cent and total liquified hydrogen income of 

the system is about 5,000 ton per year. Consequently the project is feasible from 

technical view point. 
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1. はじめに

この調査研究の目的は，南太平洋上に巨大な筏を浮

ベ，放物柱面鏡を用いて太陽熱を集め，作動流体を加

熱してタービンを動かし，発電して海水を電気分解

し，得られた水素を液化して消費地に運ぶという計画

の可能性をさぐることであった。そのために，新しい

集光構造を持った筏を提案して「第1報，筏の構造と

流力特性」 「第2報，太陽追尾と光学系」 「第3報，

筏の位置と方向の保持」において諸課題を研究し，報

告した。この第4報では，それぞれにおいて得られた

諸成果をもとに，計画の技術的可能性を論ずることに

する。

技術的可能性の検討にあたって考えるべきことに，

次のようなものがあろう。

(1) 構造物としての実現性。

(2) エネルギー変換率と収量。

(3) 周辺諸問題。

(1)は第 1報において充分検討されているから，ここ

では(2)と(3)を主として考える。ただし，結論にいたる

条件を明確にするために， もっと具体的な目標を定め

ておく。まず，（2）では経済的な諸問題にふれない。そ

して出力されたエネルギーや生産物の量と，投入され

たエネルギーとの比較を主眼にする。ここで筏やプラ

ントの建設に必要とされるエネルギーやその償還を考

慮にいれる行き方があるが，それはとらず，入力太陽

エネルギーから各種のエネルギー損失や稼動に必要な

エネルギーをさしひいた残りが充分な量であればよい

とした。建設に投下されるエネルギーおよびその償還

の考慮は，むしろ経済性をふくんだ考え方を持ちこむ

ことになると思うからである。 (3)については，計両の

実現に付随して必要となるものの他に，いわゆる環境

(94) 

問題などをふくめて広い意味を持たせて考察すること

にした。もちろん，すべての周辺諸問題を検討できる

わけでなく，重要と思われるものいくつかに限った。

なかでも直接フ゜ラントに関係するものは，汚染や腐食

による効率低下の問題であろう。生産物の荷役や輸送

も必要欠くべからざるものである。 「公害」としては

海洋生態系や局地気候への影孵があるが，それがふた

たび逆にプラントに影轡をおよぼすこともあり得る。

海洋資源の分配や公海上へのプラント設置をめぐる国

際政治上の問題もふくまれてくるであろう。

そこで，本報告ではまず，洋上大気中にふくまれる

海塩粒子の付着による鏡面の汚染と，そのための効率

低下について，実験とそれをもとにしたシミュレーシ

ョンによる評価をおこなう。つぎに，第1報から第3

報までの成果をもとにして，各段階での必要エネルギ

ーやエネルギーロスの評価をおこない，また，各稲資

料を参考にして各段階での効率をみつもる。さらに，

生産された水素を輸送するひとつの方法として液体水

素タンカーを考え，その実現可能性を論じる。その上

で，全体のシステム稼動をシミュレートして，得られ

る最終エネルギーと液休水素収量をもとめる。環境問

題としては，生態系や局地気候におよぽす影響をプラ

ント規模との関連で検討する。また，公海上へのプラ

ント設置にともなう法的問題にもふれる。

以上のようにして，予想できない困難の発生の可能

性ある周辺諸問題は別として，この提案筏が海洋構造

物として可能であり，充分なエネルギーおよび液体水

素収量が得られること，すなわち技術的に可能である

ことがわかった。以下にくわしく述べる。

また，前報の内容を概観するために，第1報および

第2報の目次を付録に再録する。

2. 海塩粒子による鏡面汚染

大気中の塵埃や各種物質による汚染や腐食はすべて

の構造物ないしプラントなどに共通し，対応をせまら

れる問題点である。それは，すべての構成部分に発生

するが，太陽熱を大量に集める必要のある本計画のよ

うな場合，鏡面部分の汚染や腐食はその面積が大きく

保守管理がむずかしいことから，特に考察する必要が

ある。腐食は長期にわたって徐々に進行する現象であ

り，償却や保守など，どちらかといえば経済的考慮の

中の要因とみなされる。これに対し，汚染は気象条件

によっては短時間で進行し，プラントの稼動にただち

に影響するので，エネルギー収支の検討を主眼とする
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本報告では汚染現象のみをとりあつかうことにした。

汚染物質は空気中の塵埃をはじめとして種々ある

が，洋上ではむしろ大気中に浮遊する海水起源の海塩

粒子による汚染が大と考えられるので，筏の大部分の

面積を占め効率に大きく影響する鏡面部分の海塩粒子

による汚染の評価を目標として検討をおこなった。

海塩粒子の分布などについては，鳥羽l) をはじめと

する多くの研究があるので，それらを参考とした。

2.1 室内予備実験

鏡面汚染の評価の資料を得るために，他の研究を参

考にするだけでなく，すくなくとも簡単な実験をおこ

なってみる必要があると考え，ガラス製の試験鏡片を

製作した。大きさは70XlOOX 5, アルミを蒸着しシリ

コンでコーティングした表面鏡タイプのものである。

これを洋上でテストする前に，室内実験として，食塩

水をスプレーして反射率低下をしらべてみた。まず，

汚染前後において鏡面に入射角45度の光束をあて，反

射光の強度を光度計で測定し，汚染前後における強度

比を反射率低下の尺度とした。一方，汚染された鏡面

の付着粒子の占める面積を，顕微鏡写真を撮影し画面

解析することによって測定し，その面積の総和と鏡面

面積の比をとって鏡面被覆率とした。この 2通りの計

測結果を比較してみると，図2.1.1, 図2.1.2のように

なる。図2.1.1はスプレー直後の細かい水滴状態のと

きで，図2.1.2は充分乾燥させ食塩が結晶状態になっ

ているときである。あきらかに 45° 反射率低下の方が

被覆率よりも大きい傾向をしめし，とくに乾燥状態の

反射率低下
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図—2.1.1 被覆率と反射率低下の関係（室内，水

滴状態）
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図ー2.1.2 被覆率と反射率低下の関係（室内，乾

燥状態）

方でいちじるしい。しかも，これらの間にはっきりし

た関数関係がみられない。

現象の性質上，この程度のばらつきはやむをえない

とする考え方もあるが， 2計測結果の不一致とばらつ

きの原因として，次のようなものが考えられる。

(1) 測光上の誤差。

(2) 顕微鏡でとらえられない微少粒子の存在。

(3) 45゚ 入射であるから， 付着粒子の厚みも考慮す

る必要がある。

(1)はばらつきの原因であるにしても，不一致の傾向

の説明とはなりにくい。 (2)は一部分役割をになってい

ると考えられるが，すべてを説明するには，被覆率の

2倍ぐらいの反射率低下もあり，不充分である。 (3)は

図2.1.3のように，粒子に厚みがあるため「影」がで
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図—2.1.3 反射率低下の入射角依存
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図ー2.1.4 鏡面投影粒径の分布例（室内実験）

きて，粒子の被覆面積が実効的に大きくなるという説

明である。顕微鏡写真でとらえられる粒子の大きさ

は，光の波長にくらべて充分大きいので，この「影」

は存在し得る。そして，とらえられない粒子の存在と

あいまって，上記不一致の傾向の説明となり得る。こ

の説明を補強するために，粒子分布の効果をとりいれ

てみよう。図2.1.4は，顕微鏡写真からよみとった粒

径（鏡面投影粒径というべきか）分布の二例である。

微少粒径の粒子は，よみとれないために相対的に少な

くなっている。一方，大きい粒径の粒子を考えると，

これが鏡面に付着するとき，付着力ないし表面張力の

関係で，大きいほどつぶれたような形になり，相対的

に厚みが少となる。したがって，相対的に影の部分が

小となり反射率低下と被覆率の差は，大きい粒子が多

いほど相対的に小となる。図2.1.4の分布を

N。e-lr

と仮定して，各測定結果からえの値を求め， 45°反射

率と被覆率の比とくらべたものが図2.1.5である。え

が小，すなわち大きい粒子が多いほど，この比は小と

なり 1に近づく。これは，上記(2)による原因の説明に

もなり得る。すなわち，えが大ということを微少粒子

が多いということに言いかえ得るならば，反射率低下

と被覆率の差が大きくなることの説明になる。

もし，上記(3)だけで説明できるならば，入射角が大

であるほど反射率低下は大となるわけであるが，定量

的な結論を出すほどデータがないので今後の課題とし

(96) 
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図ー2.1.5 分布の型による反射率低下の差異

て残す。本調査研究の目的をはたすには，実地試験結

果にもとづく評価の方が，より実態に即していると考

えるからである。

2.2 実船および実地試験

次に，試験片を船上あるいは海岸に設置して，反射

率低下および被覆率の測定を同様におこなった。実施

地点の気象データを可能な限り入手した。場所および

日付は以下のとおりである。

(1) 啓風丸による関東南岸沖 54年 11/21-11/30 

(2) 八丈島西岸 5呼 1/29~2/1

(3) 伊豆半島石廊崎 5眸 7/28-8/2

(4) 北斗丸による太平洋 56年 1/23-2/28

それぞれについて，反射率低下および気象データを

図2.2.1--2.2.3に示す。 (4)の場合は長時間露出であ

り，鏡面蒸着アルミニウムの腐食がみられたので，汚

染試験としては有効でなかったということにとどめ

る。しかし，他の試験と同様の傾向がみられた。すな

わち，高気圧の到来で湿度が低下し風速が大となると

汚染が進行し，逆の場合は汚染はすすまず，降雨によ

って洗浄され反射率が回復することがわかる。降雨に

よる洗浄作用は予想以上に大きい。

関東南岸沖では全試験片を最初に露出し， 1日1枚

ずつ回収するという方法をとった。したがって反射率

低下の図は， 1枚の鏡の反射率の経時変化をあらわす

ものとみてよく，上記傾向の典型的な例である。しか

し，船上試験では，船自身の走行が風や波をおこして

かなり環境を変えること，鏡設置場所が海面上8mと

低いので，評価にあたっての資料価値は小さい。
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八丈島西岸（図2.2.2)の結果は， 強風時の汚染状

況を知るのに適したデータをあたえる。しかし，設置

場所が海面上7.5mでやはり低い。
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石廊崎（図2.2.3) は海面上50mと15mに設置し

たので，試設計筏の高さとほぽひとしい高さでのデー

タが得られた。

これらについて，鏡面投影粒径分布をとると図2.2.4

のようになりほとんど同じような分布である。強いて

A•B の 2 タイプに分けると，反射率低下と被覆率の

比が，この2タイプのあいだで前節と同様の差異，す

なわち大きい粒子の多い方が反射率低下と被覆率の差

がすくないことだけを指摘しておく。この比は，室内
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図ー2.2.2 八丈島西岸実地試験
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図—2.2.3 石廊崎実地試験
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図ー2.2.4 実地および実船試験での鏡面汚染粒子

投影直径の分布
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図ー2.2.5 被覆率と反射率低下の関係（実地およ

び実船試験）

実験の場合と同様にほぽ1と2のあいだにある。 （図

2.2. 5) 

この粒径分布は鏡面に付着したときの鏡面への投影

であり，実際に大気中に浮遊している海塩粒子の粒径

とは異なるので，鏡面露出と並行して大気中の海塩粒

子をしらべた。これは従来1)おこなわれてきたよう

に，空気を吸引して捕集フィルムに吹きつけ，フィル

ムに付着した海塩粒子が化学変化によってフィルム上

につくるハローの大きさと数を顕微鏡によってしらベ

る方法である。それによれば，ハロ一面積と粒子質量

がほぼ比例すると報告＂されている。 (3)の石廊崎にお

ける採取粒子の質量階級分布は図2.2.6のようにな

(98) 
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図ー2.2.6 石廊崎における海塩粒子の質量階級密

度分布

り，他の測定結果の報告1) とほぽ似ている。

さて，ここで，汚染された鏡面上の投影粒径分布と

採取空気中の海塩粒子分布とがどう対応するか問題と

なる。鏡面上の付着粒子の厚さに関する知識が，大き

い粒子ほど相対的に厚さが小であろうという以外，ほ

とんどないからである。

大気中の海塩粒子の形はほぽ球に近いと考えるのが

自然であろう。すくなくとも，たがいに直角な三方向

について，サイズは同じ程度であろう。これが鏡面に

付着する形に，極端な場合として2通りが考えられ

る。

ひとつは，その形のまま（ほぽ球形のまま）付着す

る場合であり，他は形がつぶれて，どれも同じ程度の

厚さになる場合である。前者は海塩粒子の粒径分布が

そのまま付着粒子の鏡面投影粒径分布に対応する。後

者は海塩汚染の粒径の3/2乗分布が付着粒子の投影粒

径分布に対応する。後者の場合，捕集フイルム上のハ

ローの径分布が，付着粒子の投影粒径分布に対応する

といってよい。

これら分布の間の変換を式で示すと，たとえば

分布 f(r)dr 

があるとき が＝Sの分布は

f( ✓S―)dSJ2 ✓S 

ra12=v の分布は

2f(v21a)dv/3v11a 
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図—2.2.7 鏡面汚染粒子投影直径と海塩粒子ハロ

一直径の分布比較

となる。これらを使えば，各種分布の対応関係が明ら

かになるはずで， もし鏡面投影粒径分布が

rndr 

捕集フィルム上ハロー径分布か

rmdr 

の形をしているとすれば，海塩粒子がそのままの形で

付着するという仮定の場合， m=n-1,一様な厚さで

付着するという仮定の場合， m~n である。図 2.2.7

は，上記の 2種の分布を r-2,r-3, r4と比較して示

海塩粒子
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図ー2.2.8
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石廊崎における海塩粒子の空気中全質

量密度

したものであるが，どちらの仮定が成立つか，いずれ

とも決定しがたいような分布である。

しかしながら，鏡面に吹きつけられた海塩粒子のす

べてが付着するわけではない。どちらの仮定をとって

も，ある程度実用的な評価ができればよいと，今のと

ころは考える。そこで，石廊崎における海塩粒子の捕

集データを用いて，これら 2通りの仮定を適用した場

合に，どれだけの違いがあるかを比べることにする。

まず，各時刻におこなった空気採取結果から，単位体

積中にふくまれる海塩粒子の全質量の和を図2.2.8に

しめす。もうひとつ，単位体積にふくまれる各粒子が

形を変えずに鏡面に付着したときの全被覆面禎の和

で， 1 ccあたりで， 炉を単位とする面積で表現した

ものが，図2.2.9である。すなわち，図2.2.8は，変

形して厚さ一様で付着の仮定でもちいられ， 図2.2.9

は変形せず付着の仮定でもちいられる。これらの値と

風速の積を鏡の露出している時間で積分すると，それ

ぞれの仮定のもとで吹きつけられた粒子が全部付着し

たときの被覆面積を相対的に表現する量が得られる。

海塩粒子

吋被覆面積換算密度

4 

2 3 
人／cc

2 
1 9-
J. 

゜R (JJ) 7/28 

1,.9 
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図ー2.2.9 形を変えず付着したとするときの被覆面積換算海塩粒子密度

(99) 
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被疫半 xo 厚変形さ一せ様ず付で付着着の仮の走仮定 1 101 I生成率

F 

10 [ ゜
X 

゜10 ％ 

11--0 1ざ

0.l1 9 1, I r 1 1 9 9 1 1 1 1 
吹きつけ抵（相対値）

図—2.2.10 海塩粒子吹きつけ量と被覆率の関係

これを吹きつけ量とよんでおこう。この値と鏡面の被

覆率の関係を示したものが図2.2.10である。どちらの

仮定でも，ほぼ同じ傾向になる。ただし，降雨による

洗浄をうけている鏡はのぞいた。

どちらの仮定でも，ほぼ同じ傾向を示すということ

は，一定の結論を得るほどのデータがないからであり

今後の課題とする方がよいと思われる。

2.3 反射率低下の簡易予測式

ここで，想定海域における海塩粒子による汚榮と反

射率低下を予測することを考える。前節では，海塩粒

子の密度と風速をもちいて，吹きつけ量を計算し，そ

れと鏡面被覆率の関係をもとめるという方法をとっ

た。

しかし，想定海域での大気中海塩粒子の測定データ

がないという問題があるし， もっと簡便な方法のほう

がのぞましいということもある。文献1) によれば，風

が強ければ風波が発達し海面が荒れて海塩粒子生成率

が大となり，図2.3.1のように風速と海塩粒子の関係

が得られている。この生成率Fが大気中海塩粒子濃度

に比例するものと考える。なぜならば，平衡状態で

は，海塩粒子の濃度 p, 落下速度w, とすれば

pw=F 

の関係がほぼ成立し， W は定数と考えてよいからであ

る。図ー2.3.1より

u <9m/sec F=exp {-5. 38/u} 

u>9m/sec F=O. 205exp{0.110u} 

(100) 

10 

ッ“

風速 10 u 20 30m/s 

図—2. 3. 1 (J) 、海塩粒子生成率と風速の関係

とおく。こうして，風速のみもちいて吹きつけ量を求

めることができるようになる。すなわち， UとFの積

を露出時間で積分する。これと鏡面被覆率の関係を実

地試験の結果にもとずいて，図2.3.2に示す。

そして粗い近似であるが，吹きつけ量に被覆率が比

例するとして予測式をつくる。実際には吹きつけ量が

大となる割に付着量は大とならない。しかし，図2.3.2

からはそれ以上の結論は出せない。反射率低下と被覆

率の比は 1と2の間にあるが，それも図のプロットの

ばらつきの中に埋まってしまう。そこで
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図ー2.3.2 海塩粒子生成率と風速の積の時間積分

と被覆率の関係



1-R =O. 0004f uFdt 

を高さ50mでの反射率低下の予測式として採用する。

風速 U はm/sec,時間 tはhour, の単位をもちい

る。

2.4 降雨による洗浄

実地試験によって，降雨による洗浄効果が予想以上

に大きいことがわかったということは前に述べた。試

験鏡片を常に45° かたむけて設置していたので，洗い

流しの作用もはたらいたものと思われる。この洗浄効

果を，実地試験から持ち帰った鏡片をつかって追試し

てみた。雨量換算で 1.5mmの水を10秒間にわたって

散布すると， 70~80％の反射率のものが97％以上へ回

復するという結果が得られた。人工海水を使って同様

のことをおこなうと，やや効力は落ちるが，ほとんど

淡水の場合と変らない。

また，これらの鏡片を降雨中に露出し，雨量計測と

並行して洗浄効果をしらべた。降雨前と降雨後の反射

率を比較したものが図2.4.1である。鎧片を45° に傾

けた場合よりも，水平の場合の方か洗浄効果が弱い。
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゜
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。
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ー

80 

70 

R ；反射率

70 80 90 % 100 
降阻前反射半

図ー2.4.1 降雨による洗浄試験結果

雨量や露出時間を図に書きいれてあるが，霧雨程度の

ものをはじめとし，いずれも雨量小であり強度もそれ

ほどでない。したがって，ある程度以上の雨が降れば

鏡面上の水溶性の海塩による汚染は，ほとんど洗浄さ

れると考えてよい。

2.5 洗浄効果の予測式

想定海域は熱帯性気候に属し，降雨はスコールとよ

ばれるようにしゅう雨性の強い雨になると考えられ

る。前節の洗浄実験をみても，ある程度の降雨があれ

53 

ばほとんど元の反射率に回復するから，降雨がすくな

いときどうなるかを示すような式を作ればよい。そし

て想定海域では強い雨の降る確率が大きく式を使う必

要がすくなくなるから，平均的な洗浄効果の評価のた

めには，その式の精度はそれほどよい必要はない。

まず，洗浄度合をあらわすパラメータとして

C
)
 

R-R。
c= 1-R。

R。～降雨前反射率

R～降雨後反射率

をえらび， 図ー2.4.1からひとつの降雨露出実験ごと

に推定する。降雨のもつ洗浄能力をあらわすパラメー

タとしては，雨量はもちろんであるが，雨の強さをあ

らわす降水強度 i(mm/sec)の影響もふくむものとす

ることがのぞましい。そこで時間積分

K=f i2dt 
を洗浄能力のパラメータに採用する。ここで

炉
は総雨量であることに注意する。、出た，水の密度を 6

とすると 6炉は運動贔フラックスの次元をもつ。こう

いったことから，洗浄能力のパラメークとして，上記

のKを用いることはもっともらしい。

eとKの関係は，図2.5.1のようになり

l 「洗浄効果

0.1 

0
0
 

10巧先浄能力 Ky2 10 
=2 

図ー2.5.1 降雨洗浄能カパラメータと洗浄効果パ

ラメータの襲係

s=5. 62K114 

とおくことができる。ただし， e>lとなるときは e-

1とする。

2.6 鏡面汚染の推定

この章では，提案された集光筏に対してその技術的

可能性をさぐるため，各段階での効率をもとめる一環

として，海塩粒子によって放物柱面鏡がどの程度汚染

(101) 
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され，その結果どのくらい効率が落ちるかを検討して

いるわけである。したがって，全体として，また一年

を通じてこれがどうなるか評価できればよい。海塩粒

子濃度や風速を支配する気象状況は時々刻々と変動

し，確率的に記述されているから，汚染状況も同様に

100 

％ 

90 

100 

％ 

90 

確率的統計的に記述するほかない。このような場合，

シミュレーションを多数回おこなうことによって，平

均的な状況とそこからの偏よりの程度を評価する行き

方がある。

そこで，次のような手順でシミュレーションを実施

い

1 ~ 3日

4~6月

100 

％ 

90 

100 

％ 

:r ロ／バ
7-9月

八
＼
ハ
ぃ
ー

90 

10-12月

図ー2.6.1 シミュレーション結果；反射率変動の一例

(102) 
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してみた。まず，想定海域における気象要素の月平均

値は，文献2) によれば表2.6.1のとおりである。この

月平均値からのずれがどのように分布しているかの資

料が得られなかったので，以下のように推定した。

表ー2.6.1 想定海域における気象要素

1月 4月 I7月 l10月単位

風速 5 | 4 5 5 m/sec 
降水確率| 5 8 | 7 5 % 
降水強度 1. 64 j 2. 051 O. 6851 O. 6851 mm/hour 

風速大のとき汚染が大となるので，そのようなとき

の分布をよく表現するような分布式をえらぶ。文献3)

によれば，月平均風速から日平均風速の分布をもとめ

るのにP(<u) =exp {-(u/”刃

の式を用いる。 iは月平均風速， U は日平均風速で P

(<u)は， U より大きな風速である確率となる。降雨

の分布としては，夕方から夜にかけてしゅう性の雨が

降るものと仮定して降雨の可能性のある時間を 1日12

時間としておく。いま降水確率をPとしたとき 1日n

時間降雨のある確率は二項分布が適当と考えられ，

1500 

day 

1000 

W(n)---=12Cnが(1-p)12-n

とおくことができる。

表2.6.1には， 12ヶ月の中4ヶ月の平均値しか出て

いないが，それぞれ，他の 2ヶ月の平均値をも表わし

ていると考える。シミュレーションは，乱数を発生さ

せ，各分布式と比較することによってその日の気象要

素を定め， 2.3節の反射率低下の簡易予測式， 2.5節

の洗浄効果の予測式を用いて 1時間きざみで計尊を進

めてゆき， 1年経過したところで停止させる。 1日平

均の反射率の年間変動の一例を図2.6.1に示す。シミ

ュレーションは9回おこなったが，それぞれの年平均

反射率を表2.6.2に示す。ほとんど同一の値をしめし

偏よりはみられない。また，反射率低下の日平均の分

布を図2.6.2に示す。

表—2.6.2 各シュミレーションの年平均反射率

I No. I 1 I 2 I 3 I 4 I 5 

年平均反射率 98. 6 I 98. 8 I 98. 3 I 98. 3 I 98. 5 

No. 1 6 7 8 1,----
年平均反射率 98. 6 1 98. 4 1 98. 2 1 98. 6 

500 

゜0日平均反射率低下 5 ツり 10 

図—2.6.2 、ンミュレーション結呆；反射率低下分布

以上，各種仮定の吟味の余地はあるにしても，年平

均で，海塩粒子による汚染の結果の反射率低下は2%

程度とみられる。

3. 各段階での効率

本計画の技術的可能性をさぐるためには，全体の効

率を，太陽エネルギーが変換されてゆく各段階での効

率を綜合することによってもとめ，筏一基によって得

られる最終エネルギー収量ないし最終目標である液体

水素収量を計算することが特に重要である。それに

は，まず第一段階として太陽光を集め適当な媒体に熱

として吸収させ，それを輸送するという集光段階，っ

ぎに熱エネルギーを電力に変換しで電気分解により水

索を発生させ，かつそれを液化して貯蔵する段階があ

る。さらに，筏の位骰保持や追尼に必要なエネルギー

も効率を考える上では無視できない。本章では，これ

ら各段階でのエネルギー変換効率について論ずる。

3.1 集光段階

太陽から地球に入射するエネルギー束は太腸常数と

して知られ，ほぼ

2. 0 cal/cm町分

である。大気圏を通過するうちに，これは吸収・散乱

(103) 
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されて，地表での直達日射束は

1. 3 cal/cmり分

となる。さらに，雲によるしゃへいなどを考慮し， 1 

年を通じて積分すれば想定海域では，約2/3に減少す

る。これは，太陽高度をHとしたとき，上記直達日射

束にsinHを乗じて時間積分したものの67％が想定海

域単位面積あたりに期待できるという意味である。

次に鏡面での反射率をみつもる。アルミニウムを用

いた場合，表面に酸化被膜を作って保護した状態で，

入射角全体に平均して90％の反射率に到達させること

ができる。また，銀をプラスチックフィルムに蒸着し

た薄膜では98％の反射率に到達できる。しかし，実用

化の段階での安全率をみこみ，前節でしらべた海塩に

よる鏡面の汚染などを考慮にいれ，おおよそのところ

で反射段階での効率を85％とみつもる。

放物柱面鋭で反射した太陽光は，放物柱面の焦線に

位置する受熱部へ集まるが，太陽追尾に誤差があると

受熱部からはずれて，集光効率が低下することにな

る。

追尾誤差による集光損失としては，本計画の集光筏

の追尾方式に固有な次の3種がある。第一に，筏の回

転動力には上限があって， H=90°付近での高速回転

が不可能なための追尾誤差である。これは第2報にお

いてくわしく論じ， 最高角速度1.4 x 10-3rad / secにお

さえたとき，そのために生ずる集光損失よりも回転工

ネルギー節約分の方が上まわること，この集光損失は

1年のうちの数日のあいだ， しかも20分間程度生ずる

ので， 1年を通じてみれば無視できること，がわかっ

た。第二に，正確な追尾が可能か，第三に，風や波・

海流などの外力およびその変動によって生ずる誤差は

どうか，の問題があるが，これらは第3報においてく

わしく検討し，集光損失をほとんど生じない許容誤羞：

の範囲内で追尾し得ることがわかった。結局，追尾誤

差はまった＜考える必要がない。

次に焦線上にある受熱部に集まる太陽光のどれだけ

が吸収され輸送されるかの問題である。受熱部は焦線

に沿って長く延び，その中を媒体が流れて熱を発電プ

ラントヘ輸送する構造になる。充分な断熱構造にする

と，集まった太腸エネルギーがうしなわれるのは受熱

面からが主で，とりわけ放射損失が大きいと考えられ

る。太陽光の波長範囲は，ほぼ0.3~4μmで，これに

対し，放射損失は放射面温度にもよるが， 3μm以上

の波長範囲を持っている。太陽光の波長範囲の光をよ

く吸収し，逆に赤外放射をおさえるような，いわゆる

選択吸収面の研究がすすんでいる32)。たとえば凡S蒸

着膜では吸収率 a=0.98,放射率 s=O.30である。こ

れには温度依存性があるので，到達目標温度をどのぐ

らいにするか，どのような比熱をもつ熱媒体をもちい

どのように設計するか，などによってこの段階の効率

がきまるわけであるが，いまのところはごく簡単なモ

デルによって効率をみつもることにする。

媒体は水をもちい，それは受熱部のパイプ中を流れ

ながら太陽熱を吸収して気液2相となり，つづいて全

部水蒸気になってから発電にもちいられる。約 1,000

mのパイプ中は，この液相・気液2相・気相の三つの

部分に分けられるが，それぞれの部分において各種係

数の温度依存性などを無視し，圧力は一定として流路

長心の部分における定常状態での熱パランスを記述

する方程式を立てる。液相においては

d 
C ptG-fix T = aQ-WZIC T4 

となり，右辺は流入太陽熱と放射損失，左辺は媒体が

部分心を流れるときにうけとる熱量をあらわす。気

液二相流になると媒体がうける熱は気化熱としてもち

いられるとして

d(ru) 
-LpiS~=aQ-w窪Ts4

dx 

となる。また，連続方程式として

piru+ pg(l-r)u=const. 

がみちびかれる。気相においては，圧カ一定で理想気

体と仮定すれば体積と温度が比例するので，液相と同

表ー3.1 受熱部における損失

H I Q (cal/m/sec) I G (kg/sec) 液相 (m) 1 2相 (m)l 気相 (m) 損失(%)
90° 21,667 28.85 84 619 297 4.8 

67° 20,000 26.50 84 618 298 5.2 

35° 12,500 16.01 82 609 309 8.4 

20° 7,500 8.94 79 586 335 18.4 
100 4,000 2.90 51 385 564 48.3 

(104) 



様に

d CpgG-JえT--'aQ-wsi.T4

が成立つ。ただし， T:温度， Ts：沸点， Cpl,Cpg : 

比熱， G:流量， s：流路断面積， W ：受熱面幅， u: 

流速， Q:単位時間単位長さあたり入射エネルギー，

L:気化熱， r:ボイド比， k:ステファン・ボルッマ

ン定数， a：吸収率， s：放射率，である。 20気圧，入

口温度150℃， 出口温度500℃,a=l, c:=O. 3とした

計算結果を表3.1にしめす。太陽高度が減ずると入射

エネルギーQも減少するが，出口温度500°Cを得るた

めに，流量を減少させてバランスをとらなければなら

ない。

これを勘案し，熱輸送の損失もふくめて平均10％の

損失があるとし，この段階の効率を90％とする。

3.2 発電から水素液化まで

受熱部で得られた太陽熱は蓄熱発電装置に移送され

屯力に変換される。筏の位慨保持と姿勢制御に必要な

動力，補機類駆動用電力や生活用電力を差引いた軍）J

を用い，海水から電気分解により水素を発生させ，こ

れを液化して貯蔵する。

太陽熱を電力に変換するには，蒸気を作動流体とす

るランキンサイクルを用いた蒸気タービンプラントを

使用するのが最も現実的である。作動流体は日中は受

熱部で蒸発・過熱され，一部は蒸気タービンを駆動，

一部は裕熱器に溝びかれ蓋熱体を加熱する。夜間は蓄

熱器で加熱された作動流体が蒸気タービンを駆動す

る。

蒸気タービンプラントの熱効率は使用される蒸気の

最高温度と圧力，復水器圧力，再熱の有無，給水加熱

の回数および構成機器の効率によって決る。本装置に

使用される蒸気タービンプラントの出力は，後述のよ

うに舶用主機とほぽ同程度であり，サイクルの構成や

主として出力規模で決る構成機器の効率は舶用主機フ゜

ラントと同様と考えることができる。従ってプラント

全体の効率は舶用主機プラントの実績に蒸気温度およ

び冷却水温度の考察を加えて推定する。

現在，舶用主機蒸気タービンプラントでは，復水器

圧力0.05kg/cm2（冷却水温度20℃以下）， 蒸気温度

520--540℃，再熱を行った場合，熱効率40~42％が達

成されている。再熱を行わない場合でも蒸気温度

510°Cで熱効率38％は可能である叫

太陽熱発電の場合の主蒸気温度は，集熱器設計の最
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も重要なパラメータである。海上の浮体上で線形放物

面鏡を用いて集光する本計画では，集光倍率を考えて

日中で500°C,蓄熱器で蒸気発生を行う夜間は450°c

程度を上限と考えるのが適当であろう。

発電機を含めたプラント全体の熱効率と熱力学的に

得られる最高の効率であるカルノー効率との比を舶J廿

プラントの実績をもとに次のように仮定する。

蒸気温度500℃ 450℃ 

再熱サイク）レ 63% 60% 

非再熱サイクル 60% 58% 

復水齢圧力をO.05 kg /cm2（復水器温度32℃)と

すると，カルノー効率は蒸気温度500℃,450℃に対し

てそれぞれ60.5%, 57. 8％となり， 1日の間の発屯量

の比を 1: 1とするなら，再熱サイクルでは平均熱効

率36.4%，非再熱サイクルでは34.9％となる。保守の

容易さから非再熱サイクルを選ぶならば，太賜熱の屯

カヘの変換効率は35％となる。

冷却水温度は復水器圧力を選定するうえで虫要な要

索である。筏の設漑を想定している南太平洋では海水

表面温度は28℃程度であり，これを冷却水として使

用する場合，復水器温度は38℃以上（復水器圧力は

O. 065kg /cm以上）をとる必要が生じ，熱効率は約 1

％低下する。しかし海水温度は深度200mで20℃,400

mで10℃,800mで5℃程度に下るので列深度200m

以下から冷却水を吸み上げることにより，復水器圧力

はO.05kg /cmをとることができる。

峯熱体としては融解熱を利用する塩類や顕熱を利用

する水，油，砕石などを温度範囲を分けて組合せて使

用する。蓄熱体重量当りの利用可能な蓄熱量は使用す

る蓄熱体の種類や温度範度範囲で異るが，おおよそ70

kcal/kg程度を期待することかできる。

水を電気分解して水素を発生させるために必要な電

力は，現在商用として嫁動している装麗では48~60

kwh/kgH2であるか，高温高圧電解槽法，固体高分子

電解質電解法などの開発によって45kwh/kgH2以下を

将来は期待できる叫

電気分解で得られた水素は液体窒桑や液体ヘリウ

ム，膨張クービンなどを用いて液化する。水素分子は

原子のスピンの方向の組合せ方でオルソとパラの 2種

類があるが，オルソはパラにくらべ蒸発熱が小さく蒸

発しやすいため，常温では3/4を占めるオルソを液化

温度では5％以下にパラに変換しておく必要がある。

95％パラ水素の液化動力は10-12kwh / khLH2程度か

必要である匹

(105) 
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以上から，水を電気分解し液化するには現状では約

60kwh/kgLH2の電力が必要となる。さらに，各種補

機，生活用電力として約10％余分の電力を見積ること

にすると， 液体水素 1kgを製造し貯蔵するために必

要な電力は65kwhと考えることができる。

3.3 位置保持と追尾の全エネルギー

本計画の想定海域は近くに陸地がなく， 水深4,000

mであって係留することも困難であるので，太陽追尾

にくわえて，どう位置を保持するかもひとつの重要な

問題であった。この位置保持の精度は，たとえば海流

に1日間流されたとしても許容誤差範囲にあるという

程度のものであるが，いつまでも同じ海域にとどまっ

ているという保証はない。太陽迫尾回転をおこなうた

めには推進機が当然必要であるので，ついでに位置保

持をおこなわせるという考え方ができる。それも，断

続的に元の位置にもどるやり方でなく，常にほぼ一定

位置を保持するのが，所要エネルギーおよびパワーの

点からみて得策である。

この位置保持と追尾のエネルギーとパワーは，集め

られた太陽光から得られるエネルギーないしパワーか

らさしひかれる。この段階では効率として何パーセン

トかを乗ずればよいというのとはことなり，減算によ

ってゼロまたはマイナスとなり得る。たとえフ゜ラスで

あっても相当部分を動力についやすならば，計画自体

無意味なものになる。

まず，パワーについて考察する。位置保持動力に向

をもちいるか色々の方法があるが，ここでは発電段階

からの電力をもちいるものとし，推進機効率を50％と

する。入射・集熱•発電の結果得られる太陽熱パワー

は，反射効率85%，受熱効率90形，発電効率35%，雲

によるしゃへいを考慮して直達日射の65％を用い得る

とすれば， 1年にわたって平均して

4. 78Xl04kW 

の実効パワーが得られる。これは，舶用主機とほほ同

程度の出力である。

筏が必要とする最大パワーは，海流速・風速・波・

回転角速度のそれぞれ最大値からみつもられるが，想

定海域の気象海象8)から，海流速O.6m/sec,風速7.2

m/sec,波には平均的な値をえらんでおく。最大角速

度は正午にあらわれるが，これは1.4 X 1Q-3rad / secに

おさえることができる叫一方，風力によるモーメン

トと筏の回転角速度は正午においてゼロで，最大値は

別の時刻にあらわれるが，角速度によるモーメントよ

(106) 

り一桁小さいから，回転に要する最大パワーは正午に

おいて

1. 85xl04kW 

である。一方，位置保持のためのパワーは，海流力が

回転角速度に依存して正午において最大となること，

また，風力も同じく正午においてほぼ最大値に近いこ

とから，

2. 44xl04kW 

で，合計， 4.29x 104kWの最大パワーが，推進機効率

を考慮した上で要求される。これは，かなり極端な場

合であるが，それでもプラントの実効パワー内におさ

まっている。

平均的にはどうかといえば，海流速O.4 m/sec,風

速 5.0 m/sec,波は平均値，角速度は太陽日周運動の

7. 27 X 10-5rad/sec, をもちいると， 回転に必要なパ

ワーは182kW,位置保持に必要なパワーは

5. 94x 103kW 

であって，太腸熱パワーの約1/10となる。このことを

確かめるために，これらのパワーを年間にわたって積

分し，追尾と位置保持に要するエネルギーを求めてみ

る。もし，海流速O.4m/sec,風速5.Om/secとすると

5.13xl07kWH/年

となる。年間4.19 x 108k WHの太腸熱から得られる電

力量の約1/10となっている。

4. 液化水素タンカーによる輸送

陸地からはるかに離れた太洋上に設けられた水素製

造基地からの水素輸送は船舶によるほかはない。この

場合，水素を金属と化合させた金属水素化物として輸

送する方式と，液化水素として輸送する方式とが考え

られるが， 4.1節に述べるように，いまのところ液化

水素で輸送する方式のほうが実用化されやすいといえ

る。

本章では，水素を大気圧下で極低温 (-253°C)の

液化水素にして運ぶ，いわゆる液化水索タンカー（以

後 LH2タンカーとも書く）について熱工学的な検討

を行い， その見地からの LH2タンカーの特徴を示す

とともに，水素製造基地から日本内地への水素の輸送

量を示すことにする。

液化水素タンカーについての検討は現用の球型タン

ク型液化天然ガスタンカー（以後LNGタンカーとも



書く）をもとに行うことにする。

液化水素と液化メタンの主な性質を表4.1に示す。
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ず，船の主機関の燃料消費量にも足りないので，気相

による水素輸送の実現の可能性はない。

金属水素化物として輸送する場合には二つの方式が

考えられる。一つは，適当な大きさの容器に水素化物

をつめたものを運ぶ，いわゆるコンテナ輸送方式であ

る。他の一つは，船上に据えたタンク内に適当な金属

を充填し，水素製造基地では水素ガスをこれに導入し

て水素化物を作り，荷上げ地ではこれを分解して水素

ガスを取り出すという方式である。

金属が水素を吸蔵して水素化物となったり，水素化

物が水素を放出して金属となる反応は，ほぼ可逆的な

平衡反応であって，反応が成立する温度と圧力の関係

は図4.1.1に示すように金属によって異なる。

船に水素化物タンクを据え付けて運ぶ方式では，た

かだか室温よりやや高い程度の温度と数気圧程度の解

4.1 水素の気液固相輪送の比較10)-13) 離圧をもつ金属水素化物を使用する必要がある。図

輸送される水素の形態には，耐圧容器に入れられた 4.1.1より，水素化鉄チタン (FeTiH2)および水素化

高圧の気体，極低温で液化されたほぼ大気圧の液体お ランタンニッケル (LaNぉH6)などがこの条件を満た

表 4.1 液化水素および液化メタンの物性値

l水素 lメタン

分子式 H2 CH4 

分子量 2.02 16.04 

沸点°C (latm) -253 -162 

液体密度 kg/m3 71 425 

ガス比重（空気に対する） 0.0695 0.554 

蒸発熱 Kcal/kg 107 122 

低（真）発熱量 Kcal/kg 28570 11950 

液体比熱 Kcal/kg°C O. 83(-162° C) 

ガス比熱比 1.41 1. 31 

ガス定数 KJ/kgK 4. 124 0.519 

よび常温で大気庄あるいは数気圧の比較的低圧下の金

属水素化物としての固体とがある。表4.1.1にこのよ

うな水素の形態および相における水素の物性値を示し

た。

船舶の水素輸送における水素の形態の適否を我々が

現在持ち合わせている技術情報をもとに大雑把に比較

すると以下に示すようにいまのところ液化水素がもっ

とも実現性が高いといえよう。

高圧気体で大量輸送する場合には，溶接技術の制約

からタンクに使用できる鋼材の厚さは最大40mm程度

となり，数万町程度の大型タンクに入れられる水素

の圧力は約20kg/cm2が限度となる。表4.1.1から，

液化水素を運ぶ場合と等しい容積をもつタンクで輸送

するとなれば，液化水素の1/42の重量の水素しか運べ

ゎ゚Q
1
0
 

101-

11-

0.1← 

0,01~ 
+400 

I 
• 200 •100 •50 

,__ 
0 -20 °C 

図ー4.1.1 金属水素化物の平衡解離曲線

表ー4.1.1 水素の形態および相別の性質

水素の形態および相 水（重素量含％覺） 1 （密kglm度3)1含塁有塁水認素認単位 喜含有尉水索雰単位 1輩誓謬虚担麿液喜体羞水1羞ば燃晶凡喜gH贔, 

水素気体常圧 (lat200C) 

} 100 

0.084 1 11.9 846 

高圧c20at20°C) 1. 68 1 0.596 42 1380 

液体 71 1 0.0141 1 2838 

固体 81 1 0.0123 0.87 

水素化物 LaNhH6~7 1. 6 7950 62.5 0.00786 0.56 7640 

FeTiH1.6 1. 5 2430 66.7 0.027 1.91 4028 

Mg2NiH2 

MgH2 7.3 907 14.2 0.015 1.06 9250 

(107) 
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している。いっぽう表4.1.1によれば，これらの水素

化物の重量は液化水素と同一重量の水素を運ぶとき液

化水素の60倍以上になる。因みに， 125,OOOm3液化水

素タンカーを想定した場合， LH2タンカーでは積荷の

重量は僅か9xl03TONにすぎないが， 水素化ランタ

ンニッケル HydrideCarrierでは5.57 x l05TONと

なる。現用の125,000m3型液化天然ガスタンカーの排

水容積は約95,000m3であるから水素化物の重量を支

えるためには排水容積をLNGタンカの6倍にもしな

ければならない。

コンテナ輸送方式では大気圧以上の解離圧をえるの

に必要な温度がかなり高い水素化物を使用できる可能

性がある。図4.1.1より，例えば水素化マンガン (Mg

H2)などがそれである。表4.1.1によれば，液化水素

と同一重量を輸送するのに必要な水素化マンガンの容

積は液化水素のそれにほぼ等しい。したがって重量・

容積的にはこの方式は可能性がある。

金属水素化物から水素を放出させるには表4.1.1に

示すようにかなり多量の熱を必要とする。例えば水素

化マンガンでは，放出した水素を燃焼してえられる熱

量（発熱量）の32％もの解離熱が必要である。この熱

は輸送してきた水素からえなければならない。いっぽ

う液化水素では，消費地の周囲温度（大気温度あるい

は海水温度）と水素との温度差を利用する，いわゆる

冷熱利用によって水素製造基地で液化のために使われ

たエネルギーの一部が回復利用できる。したがってエ

ネルギーの輸送の見地からは，いまのところ船舶によ

る水素輸送の形態は，大気圧下の液化水素がもっとも

実現性が高いと考えられる。

4.2 液化水素タンカの船型の特徴13)~19)

液化水素の密度は液化メタンのそれの 1/6であるた

め，船型が同じ場合液化水素タンカの吃水は液化メタ

ンクンカに比べて極めて少くなる。従ってこのような

船型の開発は大きな問題であるが，本論の趣旨から基

本計画の考え方とは別に，液化水素タンカの特徴を推

定する。 LNG船と相似の船型において，同ータンク

容積をもつ LNGタンカと LH2タンカの吃水差 4dを

次式で近似する。

JdpoAwLH=(PLNG-PLH) Vr 

:. Lld= 

(108) 

(PLNG-PLH) Vr 
Po(CwLB) LH 

(PLNG-PLH) Vr 

po(CwLB)LNG• CwLll. 
CwLNG 

(LBD)LH. DLNG ． 
(LBD)LNG DLH 

(pLNG-pLH)Vr 

po(CwLB)LNG・・CwLH 
CwLNG 
加 LNG.DLNG 
りTLH DLH 

(4.2. 1) 

ここで， Po,P LNG, P LH :海水， LNG,LH2の密度

(kg /cm3), Vr:タンク容積(mり， L.B.D：船体の

垂線間長，型輻，深さ(m), Aw：水線面積(mり， CU9

=AwJLB：水線面積係数加＝VrJLBD:タンク容

積効率。添字の LNGおよびLHはそれぞれ液化メタ

ンおよび液化水素を示す。

後節の検討などから次式が仮定できる。

CwLH 刀TLNG

CwLNG―-
<~1, 

刀TLH―>～1, 

DLNG 叶 LH \¼ 
DLHー＝（加LNG)キ1

したがって，式(4.2.1)は次式で近似できる。

4d共
(PLNG-PLH) Vr 
po(CwLB)LNG 

(4.2.2) 

現用の LNGタンカの Ctvの平均値および PLNG,

PI、IIの値を式(4.2.2)に代入すると次式がえられる。

Lid与0.41
VT 
(LB)LNO 

(m) (4.2.3) 

したがって LH2タンカの吃水 dL[［と LNGタンカ

のそれ dLNGとの間には次式が成立つ。

dLII=dLNG-4d=dLNG(1-』！G)
=d1,Nn [ 1-0. 41 

VT 

(LBD)LNG巳） ］ 
D /LNG 

叫 Na[l-0.41
1JTLNG 

(¢)LNG] 

(4.2.4) 

図4.2.1 aに現用の LNGタンカの吃水深さ比 d/D

と式 (4.2.4)を用いて推定した同一船型の LH2タン

カの d/Dを示す。 LH2タンカの d/DはLNGタンカ

のそれよりかなり小さくなるが， タンク容積 VTが

105m汀呈度の船の場合には現用の自動車輸送専用船

(PCCと略記）の d/Dより著しく小さくなることは

ない。

図4.2.lbにLH2タンカの吃水・長さ比 d/Lを示す

が，自動車輸送専用船の d/Dよりかなり小さくな

る。また最近開発されている桟吃水船 (SDV,USDV) 
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図-4.2.1 b LH2タンカの吃水・長さ比

と比らべても，例えば 1軸 SDVのd/D=O.05, 2軸

USDVのd/L=O.043に対して LH2タンカーの dJL

はo.025--0. 04と著しく小さい。
dJD, dJLが小さいことは風の影響を受けやすかっ

たり針路安定性に不安を生じる可能性が極めて大き

しヽ。

本章では，はじめに述べたように LH2タンカの特

徴を主として熱工学的見地にたって検討することにし

ているので，船体の安定性に関する具体的検討は省略

する。

吃水が極めて小さいことはプロペラの没水に問題が

生じる。プロペラ直径と吃水の比D1i/dの実積値は通

常0.7-0.85にとられているが LH2タンカの場合がど

うなるか検討する。

プロペラ直径の決定を第一近似として行うために，

プロペラ単独の推進効率を最高にする，いわゆる最適

プロペラ直径の考え方を用いることにする。最適プロ

ペラ直径 Dp（以下簡単のためプロペラ直径と呼ぶ）

は門井ら8) により次式で表わされる。

a’ 

P4 
Dv=~~ (4.2.5) 

Nl--;~[(1-w) V〕4
ia-1 

ここで， P：伝達馬力(PS),N:フ゜ロペラ回転数

(rpm), v：船速(kt),k, a, w：実験で決まる定数。
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簡単のため門井らが提案している実験値の平均をとっ

て k=14.3, a=O. 863とし， w=O.25と仮定して式

(4.2.5)に代入すると次式がえられる。

po.22 
Dp=l3.9~ 

伝達馬力Pは次式で定義されるアドミラルティ係数

（通常は次式の逆数をアドミラルティ係数と定義する

が，後の計算の便利のためにこのように定義する）CA

を用いると，式 (4.2.8)で与えられる。

CA= 
p 

(LBd)i炉

d ¥i 
P=CA(LBD/fr位）炉

=CA（ド）§け）§炉

(4.2.6) 

(4.2.7) 

(4.2.8) 

式中の記号の意味は式 (4.2.1)における同じであ

る。式 (4.2.8)により式 (4.2.6)は次式で表わされ

る。

Dp= Const. （い:-)゜•l"（り）゜•141v0 ・ 5sN-o.57
7JT 

(4.2.9) 

LH2タンカと LNGタンカのプロペラ直径吃水比

Dv/dの関係は，タンク容稽 VTおよび船速が等しい

場合式 (4.2.4)および式 (4.2.9)を用いて次式で与

えられる。
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後節での検討から次の関係がえられる。

(？立？）゚．147[｛-i]□］゜ •147 与 I. 1 

[〗LNGキ 1(VT=10り～2（ VT=10り
したがって LH2タンカのプロペラ直径吃水比Dp/a

を LNGタンカのそれに等しくするためにはプロペラ

回転数は次式を満たすようにしなけ苫ばならない。

(109) 
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芯G =［し。 41げ）LN~『
これによるとタンク容積が105m3程度の比較的大型

船の場合， LH2タンカーのプロペラ回転数は LNGタ

ンカのそれの3倍以上にしなければならない。

プロペラ回転数を等しくすると，タンク容積 VTが

105m3程度の船の場合， LH2タンカのプロペラ直径吃

水比 Dp/dは LNGタンカのそれの 2倍になる。現

用の125,000血型LNGタンカの実績値をもとに(Dp/

d)LIIを求めてみると，その値は 1.4となりプロペラ

のかなりの部分が海面上にでてしまうことになる。

LH2タンカの吃水をバラストを積んで LNGタンカ

の吃水と同じにしょうとすると，必要なバラストの重

量 4WBは次式で与えられる。

L1WB= (PLNG-PLH) Vr=O. 354 Vr (TON) 

(4.2. 11) 

現用の LNGタンカは完全二重船殻構造をもち，往

航時も積荷満載時と同じ吃水がえられる位に多量の海

水バラストを積むことができる。現用の LNGタンカ

に積みうるバラスト量の例を図4.2.lcに示した。図中

の鎖線は式 (4.2.11)を表わしたものである。図から

AW8 
＇ー・-
¥ 

.5ト

』

．．
 ’ ’I  

゜゜。
.354-----------

』＇
．． 

.2 
104 

_J_ 

3 
VT m 

•—• -L 
105 

図—4.2.1 C タンク容積とバラスト量

明らかなように，現用の LNGタンカの船型と構造は

積荷が液化水素になった場合でも必要な吃水を維持す

るのに十分なバラスト量を積みうることがわかる。た

だし，この場合は積荷の液化水素の5倍もの重量のバ

ラストを常時積んで航海することになる。後節で「L

NGタンカーと同吃水」と呼んでいるのはこの状態を

意味する。

LH2タンカは積荷の液化水素の密度が極めて小さい

ので往・復航時の吃水調節用のバラスト量は少なくて

よい。したがって常時多量のバラストを積んで航海し

(110) 

なければならない現用 LNGタンカ形の船型でない，

低排水量に適したより進んだ LH2タンカ用の船型と

構造を開発することが望ましい。

4.3 タンクの防熱と水素の蒸発量20)~23) 

低温液化ガスを収納するタンクの防熱の目的は，外

部からの熱の侵入を防いで液化ガスの過度の蒸発を防

ぐことと低温の液化ガスによる船体構造材の過度の冷

却を防ぐことである。

現用の液化天然ガスの輸送・貯蔵用タンクの防熱が

100面程度までの小容量を取扱う場合を除き多くは粉

末パーライト，ポリウレタン，ガラスウール等の固体

防熱材を LNGを収容している金属タンク壁の外面に

装着して外部からの熱の侵入を防ぐいわゆる固体防熱

法であるのに対し，液化水素の場合は粉末あるいはア

ルミ箔積層真空防熱材を使用する真空防熱法が採用さ

れている。

真空防熱法の防熱効果は固体防熱法に比して柊段に

優れているが，本章で扱っている液化水素タンカの場

合のように極めて大容量のタンクにも真空断熱法が採

用されるとは直ちに断定できない。すなわち，固体防

熱タンクでも大型化によって蒸発率が低減すること，

後で論じるように主機関燃料用として相当量の蒸発が

必要なこと，さらに大型真空防熱タンクの製作の困難

さや真空維持用動力のための経費増などの理由によ

り，大型の液化水素タンクの防熱には現用の液化天然

ガスタンカと類似な固体防熱方式が採用される可能性

が大きい。

LNGタンカで使用されている現用の高分子材料系

の防熱材が液化水素と同等な極低温まで十分使用に耐

えられるかは現在のところ明らかではないが，本節で

はひとまず，前述の事情にもとずき LH2タンカのク

ンク防熱に関して現用の LNGタンカの実績をもとに

検討を行うこととする。

4.3.1 タンク防熱層厚さを現用LNGタンクと等し

くする場合

液化ガスのタンクからの蒸発量 GB0は定常伝熱状

態とすれば次式で与えられる。

G 
QBo K•A•LlT 

Bocx:~=~ (kg/h) (4. 3.1) 

ここで， QB0 ：タンクヘ流入する熱量(kcal/h), r 

：液化ガスの蒸発熱(kcal/kg), K:タンクの熱貫流

率(kcal/m叱°C), A：タンク防熱層の表面積(mり，

LIT:周囲温度と液化ガスの温度差(°C)。



63 

t
 

秒
）
壁
刈
7

(

 

ン

Q
-
A

熟
CA
夕

＊
 

ロ
ド

4
 

C
~
 

3
A
E
I
F
)
3
エ

.03 

h2 
.02 

T
"
 

,01 1,  

ー160 -120 -80 叫0 0 °C 

図—4.3.1 防熟料の熟通過

図—4.3.2 防熱材の熱伝専率と温度の関係24)

防熱肘およびタンク咄を通過する熱流や温度分布を

位式的に示すと図 4.3.1のように表わされる。図を参

照すれば以下の周知の関係が成吃つ。

Q 
q=--~=h2(T2-tり
A 

え
=T(t2-t1) 

入＇
＝が（f1-ti') 

=h1(ti'-T1) 

Q 
q=—-＝K(T2-T1戸K•L1T
A 

入えI
><a':. t占 tiI 

(4.3.2) 

表—4.3.1 防熱材の熱伝禅率と温度の関係24)

供試材カサ比重 え式

炭化コルク
--I--
0. 116 l:＝0.0301+0. 000071T 

フォームポリス
チレン o. 020 Iえ＝O.0305+0. 000107T 
硬質ラバーフォ
ーム | o. 0531え＝O.0230+0. 000050T 
硬質塩ビフォー
ム I o. 0431え=0.0266 + O. 000090 T 
―硬質ウレタンフ
ォーム

0.043 え＝O.0302+0. 000111 T 

フェノールフォ
ーム

0.035 え＝O.0286 + 0. 000106 T 
▼一 --

ポリエチレンフ
ォーム

0.038 え＝O.0440+0. 000155T 

パーライト粉末 o. 064 [え＝O.0365+0. 000119T 

ダである。()は10→のオーダである。したがって熱貫

流率Kの第一近似として次式が成立つ。

ぇ
K与ー一() (4.3.3) 

i-＝］1 ＋十＋］2 1 結局，防熱陪が厚いことと，温度差4Tが大きいこ

とから，外気温変動による非定常伝熱やタンク表面の

ここで， 6，が：防熱層およびタンク墜の厚さ(m)， 熱伝達を考慮しなくてもよいと考える。

え，］ ：防熱層およびタンク壁の熱伝導率(kcal/mh°C) LH2タンカのタンク防熱層厚さを現用の LNGタン

h1,h2 ：防熱層外面およびタンク璧内面の熱伝達率 力のそれに等しくする場合，液化水素ガスの蒸発量

(kcal/m珀oc)。 GROLIIと液化天然ガスのそれ GnoLNGとの比は， 式

防熱材の熱伝導率は図4.3.2および表4.3. 124)に示す (4. 3.1)および式 (4.3.3)を用いて次式のように表

ように材料の稲類および温度によって異なるが，おお わされる。

よそ10-2のオーダの値をもつ。 h1,hは通常，液化ガ GRoLII ALNG L1TLII rLNG 
GBOLNG =—えLII. 」TLNG 互I-I• (4. 3. 4) 

スの自然対流熱伝達および空気の自然および強制対流

熱伝達による値となり，それぞれ102, 1~10のオー いま周囲温度 T2=25°Cとすると式 (4.3.4)中の

(111) 
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各量の値は表4.1および表4.3.1をもとに次のようにな

る。ただし，防熱材は硬質ウレタンフォームとし，そ

の熱伝導率を与える表4.3.1中の式は液化水素の温度

まで成立つものと仮定した。

えLNG=O.0302+0. 000111e 
25-162-2) 

=O. 022 

叫＝o.0302+0. 000叫

=O. 0175 

L1TLH=25+253=278, 

L1TLNG=25+162=187 

rLNG=122, rLH=107 

GBOLH 
:. 
GBOLNG 

=2.19 

25-253 
2一）

(4.3.5) 

積荷の全重量に対する 1日当りの蒸発量の比を蒸発

率といい％!DAYで示す。等しいタンク容積をもつ

LH2タンカの蒸発率 aLHとLNGタンカのそれaLNG

の比は式 (4.3.5)を用いて次式で与えられる。

GBOLH 
aLH PLHVT GBOLH PLNG 
＝ ＝ー・a LNG - GBOLNG -GBOLNG -PLH =13.1 

PLNGVT 

(4.3.6) 

現用の LNGタンカの町、NGはo.2-0. 3形!DAYで

あるから LH2タンカの aLHは式 (4.3.6) より平均

3形以上になる。この蒸発量の全量を主機関の燃料に

使用するものとすれば，エネルギ的には30kt以上の船

速を出すことができる。この場合，後述するように南

太平洋上の水素製造基地から日本内地への水素輸送量

はタンク容積が105m3以上の大型船の場合でも約50%

程度にしかならない。

防熱層外面の温度はこれに近接する船殻の温度に直

接影響を及ぼす。 LH2タンカのタンク防熱層外面温度

とLNGタンカのそれとの関係を球型タンクを対象に

検討する。

球外面の自然対流熱伝達率は次式で与えられる25)0 

Nu=O. 558 (Pr•Gr)ず

Nu＝月こ， Pr=~ぇ (4.3.7) 

Gr= 
g{3dr3(T2-t2) 

1)2 

(112) 

ここで， Nu:ヌセルト数， Pr:プ ラントル数， G,.:

グラスホフ数， h:球外面の熱伝達率(kcal/m屯oc),

dT：球直径(m),l, Cz,, u, p, 1S :外気の熱伝導率(kcal

/mh°C)，比熱(kcal/kg°C)，動粘性係数(m2/h)，術

度(kg/mり， 膨張係数(°C→), T2, t2：外気および球

外面温度(°C)。

したがって周囲の外気から球表面を通して流入する

熱景 Q(kcal/h)は次式で与えられる。

Q=h叫炉(T2ーた）

=N以叫(T2-t2)

=O. 558(Pr•Gr)4石dr(T2-t2)

4 l / aR \-¼ 5 

=O. 558碕心（り）す（T-砂 (4.3.8)

したがって液化水素タンクに流入する熱量 QLIIと

液化天然ガスタンクのそれQLNGとの比は，式 (4.3. 

1)および (4.3.4)を参照して次式で与えられる。
p 

QLH[ （T2-t2)LH ]4.えLNG JTLH 
QLNG = （T2-t2)LNG= iLH. 4TLNG 

これより液化水素タンクの外面温度と液化天然ガス

タンクのそれとの関係は式 (4.3.5)を参照して次式で

与えられる。

4 

(T三）LH午（えLNG4TLH 5 
(T2-t2)LNG えLII.4TLNG)＝1. 7 

(4.3.9) 

したがってLH2タンカの船殻はLNGタンカのそれ

よりかなり低温にさらされることになる。

4.3.2 タンク容積効率

液化天然ガスタンカーではタンク容積 VTと船の長

さx幅X深さ (LX Bx D) との比をタンク容積効率

りという。すなわち

VT 
行＝ LBD (4.3. 10) 

LNGタンカのタンク防熱層厚さを 6とし，同一内

容積のタンクをもつ LH2タンカのタンク防熱層厚さ

を 0+46とする。防熱層厚さの追加分血に伴なう船

体の長さ，幅，深さの増加を次のように仮定する。

BLH=2L1o+BLNa 

□:24:；8D+L:LGNG } (4. 3.11) 

ここで， n:タンク個数

したがってLH2タンカと LNGタンカのLXBXD
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の間には， 」o/Dなどの二次以上の項を省略すると次

の関係がえられる。

(LED) LII = (2n」o+Lr,No) (2Llo +BLNG) 
（血＋DLNG)

(LBD) 
叫

=(LBD)LNa(l +2if!w) 

(1 +2s1.、k)(1+-n~)

呈 LBD)rぶ G(1+2 +2 
nJ0 JO 
LLNG I.c., BLNG 

+_jl 
DLNG) 

(4.3. 12) 

現用の VTが29,000m3から 128,600mぽで5種類

の球型タンク型 LNGタンカの要目の平均佃をとると

以下の値がえられる。

L B 
ndT =1.5土o.15, -5:__-= 1. 2士o.045, dT 

D 
d7' 
=0.69士0.035

ここで，心：タンク直径。

これらの値を式 (4.3.12)に代入して整理すると，

LH2タンカのタンク容積効率刀TLHとLNGタンカの

れ行I、NGとの間には次の関係が成立つ。

(LBD)1、 l-1 与 (LBD)LNG(1+4.5~)

VTLH VTLNG 
:.刀Tl、II=（LBD)I、fl与

(LBD)LNG(1 +4. 5 
40 
dTLNG) 

刀TLNGM--c 4. 3. 13) 
1卜4.5•------•一
dTI4N(； 

4.3.3 船殻贔度を現用LNGタンカに芥しくすろ防

熱屑厚さの場合

この条件は LH2タンクの防熱屑を通過する熱流束

(q=Q/ Akcal/m2h)を LNGタンクの場合と等しく

なるようにすればよい。 LNGタンクおよびLH2タン

クの防熱層厚さをそれぞれ(), （)＋J()とすると次の関

係がえられる。
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qLH=qLNGより

JO えLH L1TLH 
-·c·-=--• 
〇ルNO-L1TLNG -1 

式(4.3.5)中の数値を上式に代入すると Jo/a=0.15

がえられる。この場合の LH2タンカのタンク容積効

率 r；7'I,IIを求めてみると，現用 LNGタンカの例とし

て V← 125,OOOm凡 d7'=35m, a,=o. 2mを式 (4.3. 

13)に代入すると以下が求まる。

刀TLNG
りrLH =~ =O. 996刀TLNG
1+4.5 
0.15XO. 2 
35 

液化水素の蒸発量 GBOLHおよび蒸発率町、Hは，

熱流束が LNGタンクの場合と同じであるから式 (4.

3. 1), (4.3.5)より次か求まる。

rLNG 
GBOLH= rLll GBoLNa=l.14GBoLNG(kg/h) 

GBOLH PLNG 
aLH= 
GBOLNG-PLH 

.aLNG=6. Sa LNG 
(9cる/DAY)

船殻温度を LNGタンカの場合に等しくなるように

過冷を防ぐためタンク防熱層厚さを増しても，タンク

の容積効率はほとんど低下しない反面，蒸発率はいぜ

んとして高く，水素製造基地からの水素輸送量は大型

船を使っても製造量の70％以下である。

4.3.4 蒸発量を主機関燃料必要量に怜しくする防

熱陪厚さの場合

LH2タンカの主機関燃料必要量に相当する熱量 QJ

は後節で求めるように次式で与えられる。

Qf=K1 
1 / Vr d ¥i 
》―(元,_•-D-)3 於 (kcal/h) (4.4.2) 

ここで， K:定数でアドミラルティ係数と馬力熱景

換算率の積＝1.45，刀：主機関熱効率， v：船速(kt)。

いっぽう蒸発ガスを燃焼させることによって発生す

る熱景 QJBOは

a’ 
QJB(）＝HpGB(）＝Hl―---pV7' , 24 

ここで， Hl：蒸発ガスの低（真）発熱量(kcal/kg),

p:液化ガスの密度(kg/mり。

Q1=QJBOとおいて整理すると蒸発率 Cl.J,Jlは次の

ように表わすことができる。

“I、II=K2 V3 1 (_1-_!]_y 
r;V戸 rlT D IJI 

(%/DAY) 

(4.3. 15) 

ここで， K2=24K1/(H1p)ur=l.72X 10-5 

(113) 
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aLHの値は式 (4.3.13), (4.3.15)および後述の式

(4.3.16a又は b)式を同時に解くことによって求め

ることができる。例えば，球型タンクをもつ VT=

125,000m凡 v=20kt, 刀＝0.35の LH2タンカの仰

は，バラストを積んで吃水を LNGタンカに等しくし

た場合に0.85%/DAY,バラストなしの浅い吃水船の

場合は0.63%/DAYになる。この値は同一タンク容積

をもつ LNGタンカの aLNGのそれぞれ3.4倍， 2.5倍

になる。

タンク防熱層厚さは次のようにして求めることがで

きる。式 (4.3.1)および (4.3.3)より

(KA)研 GBOLH 互H 』TLNG
(KA)LNG ＝ GBOLNG 互NG 4TLII 

えLH

(KA)LII与 0+4°.A研三°.」皇
(KA)LNG えLNG ALNG • ()+4() iLNn 

（) 

GnoLrr a LH P LH ＝． GnoLNG -aLNG -PLNG 

o+Ja ぇLH aLNG PLNG 互NG JTLH =．．．.  〇入LNG.aLH. PLH 互H -JTLNG 

式 (4.3.5)および (4.3.15) を上に代入して整理

すると防熱層の追加厚さは次式で求められる。

40 
=K凸 NG 叫

°LNG V3いり§ -1 (4. 3.16) 

刀T D /LH 

ここで， K戸 1-（えLIl PLNG rLNG. 4TLH) 
K2 iLNG • PLII. rLII47LNG 

=4. 57 X 105 

上式中の(dJD)urは式 (4.2.4)および (4.3.11)

を用いて次式で与えられる。

(d) ＝ dL”（口功NG
D lur-dLNG ¥ D hNa DLH 

=[1-0.41 
刀TLNG71 d 

臼）砂）LNG
D/LNG 

（功NG
釦 DLNG)

キ（心）LNG-0.41刀TLNG (4. 3.17) 

式 (4.3.16)および (4.3.17)から次式がえられ

る。

46 1 2 

=KaaLNG "rT窃TLH3

6LNG V3[（青）LNG-0.41刀TLNG]§ ―1
(4.3. 16a) 

吃水をバラストによって LNGタンカと等しくする

場合は式 (4.3.16)から直ちに次式がえられる。

46 
I 2 

=K3aLNG ＂分窃 TLH3心NG Vド）§―1 (4. 3. 16b) 
DI LNG 

タンク容積効率'fJTLilは式 (4.3.13)および (4.3. 

16 a又は b)を同時に解くことによって求めることが

できる。球型タンクの場合の LH2タンカのタンク容

積効率を LNGタンカのそれと対比して図4.3.3に示

した。
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図ー4.3. 3 LH2およびLNGタンカーのタンク容

積効率

蒸発ガス量を主機閑燃料の必要塁に等しくするよう

にタンクの防熱を行うと防熱層厚さは現用 LNGタン

カのそれよりかなり大きくなるため，タンク容積効率

は低下する。この場合の水素輸送量は後で詳しく検討

するが，大型船の場合製造水素量の90形以上を運ぶこ

とができる。

船殻温度については防熱層の厚さが4.3.2節の場合

より増大するので問題はない。

4.4 主機関に関する検討

4.4.1 主機関燃料必要量

船の排水量，速度とフ゜ロペラヘ伝達された伝達馬力

を関係づける係数をアドミラルティ係数というが，本

章では検討に便利なためアドミラルティ係数 CAを次

のように定義する。

p 
CA= 
(LBd)i炉

ここで， Pは主機関出力 (PS)である。

現用 LNGタンカの CAを図4.4.1に示す。図から

(114) 
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図ー4.4.1 LNGタンカーのアドミラルティ係数

は次式で与えられる。
2 

P=O. 0023 (LBd)3炉 (4.4.1)

Q(kcal/h) =632. 5P(PS) 

(LBD)3(-~ 
2 d 2 

QJ-632.5 : ＝K1 (D) 
3炉

刀
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(kcal/kg)，加：水素圧縮機の効率， K, R:それぞれ

水素の比熱比およびガス定数， p1,p2 ：圧縮始めと終

りの圧力，冗：圧縮始めの温度(K)。

水素ガスの圧縮に必要な仕事 Wp(PS/kg) を図4.

4.2に示す。圧縮に必要な仕事は圧縮始めの温度に極

めて強く影響されるからできる限り低温での圧縮が必

要である。図には大気圧における水素の飽和温度（一
明らかなように CAはタンク容積 VTの大きさによら 253°c)，同じくメタンのそれ（約ー160°C)および0
ずほほ一定値0.0023を示す。したがって機関出力Pお ocの三種類の初期温度からの圧縮仕事を示してある。
よびその出力をえるのに必要な燃料の全発生熱砿 Q1

1
0
6ェ
＼
伝
む

伶＝0.5

d.M. 

l
H
/
d
M
 
~10 

2 2 

-Kl v:3 (-]〗ぃ
(kcal/h) 

k1-632. 5CAー1.45
(4.4.2) 

ここで，刀：主機関熱効率， vT ：クンク容積(mり，
加：クンク容積効率， L.B.D.d:それぞれ船体の長

さ，輻，深さ，吃水（m), V:船速(kt)。

LH2タンカでは， QJは4.3.4節で示したように船

体構造を過冷することのない十分な厚さの防熱）晋をも

つクンクからの蒸発最でまかなえる。

4.4.2 燃料供給のための水素ガスの圧縮仕事

タンクから蒸発してくる水素ガスの圧力はほぼ大気

圧であるから，このガスを主機関の燃料として使うた

めには機閑に応じた圧力まで圧縮しなければならな

い。例えば，ボイラでは大気圧よりわずかに圧縮すれ

が圧縮機出口圧力 (5--30kg I cmり以上が必要にな

る。

水素ガスの圧縮に要する仕事はガスを完全気休とみ

なすと次式で与えられる。

Wp =¼ ~ RT1[（靡） k；1-1] 

ここで， Wp：水素の単位質量あたりの圧縮仕事

． 一

． ゚一一

ーー／ ／ ／ ／ ／ ／ ／ ／ ／ ／ 

- Wp  

---Wp/Hl 

↑ ↑ 
ST DE 

10 P2/P1 
↑ ^ 
GT 

10—2 

_J10-3 

10 
2 

ふ
図—4.4.2 水素ガスの圧縮に要する仕事

ばよいが，ディーゼル機関では吸入孔附近に送入する 蒸発ガスを主機関燃料に使用する場合推進のために

ときは過給圧 (2,_,3 kg I cmり以上に，又燃焼室へ 使える主機関出力は蒸発ガスの圧縮仕事分だけ減少す

直接噴射するときは機関の圧縮圧力 (50--70kg I cmり る。言い換えれば，主機関の熱効率が減小することに

以上に圧縮しなければならない。ガスタービン機関で なる。圧縮仕事を考慮した場合の機関の熱効率は次式

は再生サイクルと単純開放サイクルとで大きく異なる で表わすことができる。

刀ー W。-Wp Wp 
GJ•Ht 号o--H[ (4.4.3) 

ここで， W。：燃料の圧縮仕事を無視できる場合（液

体燃料を使用する場合と考えてよい）の機関出力

(kcal/h), Wv:燃料ガスの圧縮仕事(kcal/h),G1: 

燃料消貨量(kg/h),Hl:燃料の発熱量(kcal/kg)，刀o

：液体燃料使用時の機関熱効率， Wp：燃料ガス 1kg 
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あたりの圧縮仕事(kcal/kg)。

図4.4.2には式 (4.4. 2)の右辺第2項の Wp／凡も

示してある。図の横軸下方の ST,GTおよび DEは

それぞれ蒸気タービン（ボイラ），ガスタービンおよび

ディーゼル機関で必要な圧力を示す。図から明らかな

ように，タンクから蒸発した直後の温度から圧縮する

ときは熱効率低下はほとんどないが，ー160°Cからの

圧縮ではシリンダ内直接噴射のディーゼル機関で7

％，単純開放サイクルガスタービンで4％ならびに再

生式ガスタービンで 2形程度それぞれ熱効率が低下す

る。

タンクからの蒸発ガスの量は天候・海象などによっ

て変動するので，別に積んでいる液体燃料との混焼が

必要である。 LH2タンカーでは積荷の液化水素を使う

ことも考えられる。液体燃料と蒸発ガスを同時に使用

するときの主機関の熱効率刀は次式で与えられる。

W。-Wp Wp 

刀＝ GfBoHtB0+GnHlL -=％o-5H HlB0 

(4.4.4) 

む1=
GJBoHlB0 三f//〗｛:H〗h,／ヘカ／ス：［

蒸発ガスが極低温であることを利用して機関の効率

向上をはかることができる。すなわち，ガスクービン

では吸気冷却や圧縮過程における空気の冷却などで，

蒸気タービンでは復水器における蒸気の冷却などで機

関自身の熱効率を肛接向上できる。ディーゼル機関で

は機関自身の直接向上は期待できない。冷熱利用の詳

細な検討は本報告の目的からはずれるので，ガスター

ビンの吸気冷却による熱効率向上の例を示すことにと

どめる。

単純開放サイクルガスタービンの熱効率刀は次式で

表わされる。

A←B 
り一 てーC

Tz 
てー一ー（温度比）T1 

、．
ここで， 加，か：タービン，圧縮機の効率， ん;:比

熱比， p1,p2：吸入空気および圧縮機出口の圧力， T1,

花：吸入空気およびタービン入口温度。

冷却によって吸入空気温度を下げれば温度比 Tが大

きくなる。てが r；に及ぱす影響を求めるため式(4.4.5)
をてで微分して整理すると次式かえられる。

初-上―(A-1)午
刀 1―予り

(4.4.6) 

1 
A＝刀T（1-<p―m), B=l+--（炉ー1)

刀c

ん•-1 P2 
m= ―,<p＝---
K'r  P1 （圧力比），

(4.4.5) 

現在，単純開放サイクルガスタービンで最も熱効率

の高い機種 (<p=30, T戸 1,473°K, 7Jr=O. 9, 7Jc= 

0.8)について式 (4.4.6)から効率改善を求めると 8

％以上に達することがわかる。

次節の各種機関の性能比較では冷熱利用による効果

は考慮していない。

4.4.4 水素燃料利用と各種熱機閃の性椛

当所はすでに在来型式の各種舶用主機関に対する水

素燃料利用についての技術的難易度の謁査研究結果を

報告している27)28)。その結論の一部を表4.4.1に示す。

当所はまた水素利用で大幅な性能向上が期待できる新

型のタービン内再熱ガスタービンの開発研究も行って

しヽる20)。

こうした研究をもとに水索燃料を利用する各種機関

の性能を比較したのが表4.4.2である。重油との混焼

の場合，ディーゼル機関の熱効率は蒸発ガスの圧縮仕

事に伴う低下分を考慮したとしても他の機関より断然

高い。しかし，本研究の基本的目標である石油代替シ

ステムの達成という見地から水素専焼方式を採用する

とすれば，ガスタービンとりわけ改良型のそれが最も

優れた機閑ということができる。

4.5 水素の実輸送量と LH2タンカの実現性

南太平洋上の水素製造基地（南緯10度，西経140度）

から日本（例えば，北緯34度，東経135度）への大圏

航路の距離は9,620km (5, 190nm)ある。

液化水索クンクからの蒸発ガス量が主機関の燃料必

奨量と釣合うような防熱層厚さにした LH2クンカに

より日本へ輸送できる量 GNは，タンク満載鼠Goか

ら往復の航海で主機関で消費される燃料鼠G” を差引

いた量になる。すなわち

GN=Go-GE=PLHV1,-
Qf° 
Hl 
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表—4.4. 1 在来機関における
- ．  
原型実験機関等主要目

機種
ー 水素燃料用としての

実験機関等本体 ： 燃料供給系等
改造および変更部分

| 

名 称 I CF R I S T95 ：燃料：軽油 1． ポンプによる水素供給系の新設

: (A重油等） （水素ポンプは無使用）
往型式
復

I 4サイクル I4サイク）レ：燃料噴射ポンプ 2. 水素・軽油混燃方式に改造
動 シリンダー数 I 1 

I 

i | 1 ： ：ポッシュ式自 水素：吸気管形状変更（交換）
内出力燃 Ips 1 7 6 ： 動弁付 ， により吸気管供給とす

機回転数 rpm j 1400 I 1400 I ~ (C F R, S T 
関 平均有効圧力 kg/cm2 I 4. 0 I 4. 76 I: 

｛ る（予混合方式の採用）
拿 排気量 cc I 615 I s15 Ii燃料およびポン 3. 吸気管水噴射装置の新設
［ ビストン行程 mm 115 115 ：プ使用） （吸気管形状変更）

ゼ ビストン直径 mm 82. 5 95 

ど燃焼室 渦流室方式予燃焼奎式：

冷却方式 水冷 水冷 ； 

製造会社 日立製作所ヤンマー ： 

名称

--I -三---- ---- --
S 1 A-01（川重製） ：燃料：灯油 1． ボンベによる水索供給系の新設， 

型式 単純開放サイクル式 ；燃料噴射弁： と灯油ポンプの撤去

出力 275P S ! 2玉渦む式 （水素ポンプは無使用）
ガ
回転数（主軸 53000rpm i燃料ポンプ： 2. 灯油噴射弁を水素ガス噴射弁と

ス I 出力軸 1500rpm ~ ギャポンプ 父換。

タ 1圧力比 8. 4 - :点火栓： 3. 水素流量制御弁として天然ガス

空気流鼠 1. 5kg/sec 中心電極型 用制御弁を無修正で使用。

タービン入口温度 960°C ， ローテンシ

ビ I圧縮機 遠心2段 ： ョンプラグ

タービン 軸流2段 : 1饂スパ
ン 1

燃焼器 単筒逆流缶型 ， ーク回数4

凹／sec

- -

i名称 クレイトンボイラRO-15（タクマ製） ：燃料：灯油 I 
| 

1． ボンベによる水索供給系と燃焼

型式 貝流ボイラ バーナ：圧力噴 用空気供給系を新設。

蒸気圧力 lOatg Max : 射式 （水讃ボンプは無使用）

蒸気温度 飽和温度 ；燃料ポンプ . 2. 灯油バーナを多孔水水素バーナ
と交換。量

禎

率

発

秘

容

幼

蒸

面

室

ラ

算

熱

焼

イ

換

伝

燃

ボ

蒸
気
タ
ー
ビ
ン
（
ボ
イ
ラ
ー
）

245kg/h 

4.6m2 

O. 034m3 

84.5% 

， ギャポンプ

:，点火栓：屯気火 バーナ型式HBT-70（ボルカ

花方式 ＇ ！ ノ製）圧力噴射凡砒合方式

周辺スワラ付

燃焼量:cc..70Nm3/hr.

3. 、点火栓

間けつ人軍氣火化方式
--- ’→  ~ -- -- --• - •一→ー• -ー---—-—---------

C 117) 
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水索利用の難易度評価28)

実験および解析等の結果 技術的問題点ならびに開発課題

1． 水素の相当比0.2付近まで水素・軽油混焼可能 1． 予混合方式の問題点

2. 水素の相当比が0.2付近を越えると過早着火を発 a)過早着火と逆火の完全防止。

生，機関性能低下，燃焼圧力上昇，逆火を生起する b)吸入空気凪の低下による出力減少。

ようになる。さらに相当比を大にすると逆火が激増 2. 最高圧力上昇の抑訓

し連転不能となる。 3. 水噴射による過早着火防止効果の詳

3. 吸気管への水噴射 細な検討。

水噴射量が水素の質凪面量の 1~2倍で過早着火抑 4. 水噴射による熱効率低下防止対策の

制可能となる。過早着火の抑制は逆火防止につなが 検討。

る。水素の相当比約0.8まで水噴射効呆がある。 5. 水素ポンプの測発

4. 水素の相当比0.8以上の運転は未解決，今後装囲改 6. 保安対策

造により相当比0.8以上の運転も可船にできる見込

みあり。

1． 燃焼器単体による水素燃焼試験で，旋回式および多 1． 起動時の爆発的五火防止対策。
孔式水素噴射弁を選定。この試験で水素燃焼時に振 a)着火時の空燃比，混合気流鼠の厳

動燃焼と著しい騒音発生。 密な制御法の検討。

2. エンジン起動時に爆発的水素着火発生。着火時の空 b)点火栓取付位祝の検，1寸。

燃比を大にして抑間。 2. 低 NOx化対策。

3. 水素による定常運転は比校的に容易 3. 振動燃焼の発生原因の求明

4. 水素運転時の燃焼器内筒壁温は灯油使用時よりも約 4. 高燃焼負荷率燃焼器の開発。

200°c低下。 5. 水素噴射弁設計法の確立。

5. 水索ははほ完全燃焼。 6. 水素流量制御弁の隅発。

6. 熱効率はほとんど灯油に等しい。 7. 水素ポンプの聞発。

7. 水素運転時の NOx排出量は灯油運転時より高。 8. 保安対策

8. 水桑運転時の騒音レベルは灯油と同程度。

9. 況への灰付着の問題は，水素利用により解消される。

1． 運転開始時に水素の爆発的着火発生。着火時の空燃 I1. 

比を大にして抑闊

2. バーナ付近に高温火炎集中。燃焼主内温度分布不均 I2. 

ー。灯油燃焼では一様分布。

3. 総括熱吸収率は灯油燃焼時に 1前後で一定。しか I3. 

し，水素の場合0.3~4と大きく変化。

水素の燃焼特性を考慮した大容量の

水叶：バーナの開発。

ボイラを更にコンパクト化するため

の検討。

蒸気条件の改善による燃量節滅等の

検討。

4. 排気温度は水素と灯油間に大差なし。

5. ふく射伝熱量解析の結果，水索専焼時の燃焼室伝熱

4. 水素の広い爆発範囲および速い燃焼

速度に対する安全保護対策の検討。

量は王油100に対して70となる。水素50ー重油50I 5. 水素燃焼ガス中の水蒸気を利用する
（熱量比）の混焼時の燃焼室伝熱量は重油専焼とほ 等，在来型式ボイ・）とは異る方式の

ば同一。 検討。

(118) 

水素利用
の難易評
価

最も困難

最も容易

比較的容易
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表-4.4.2 水素燃料利用と各種熱機関の性能
- -

水素の
利用度 機関の種類 機関の性能 当該機関の代表例

ディーゼル機閲 専焼は困難
現 I
蒸気タービン ボイラの改造により性能低下なし

専 I

ml （ボイラ） ボイラを改造しなければ出力は70~80形に低下

ガスタービン 機関本体の改迦なしで専焼可能 I IHI・ IM5000(38000kw, TIT-' 
11—•LJ 
二 刀=O.37(0. 33)，刀o~O.38 I 1200°C, r=30) 

改 ディーゼル機関 ？ 

焼 I 蒸気タービン 高温・高圧・再熱方式 刀＝刀o'-'--'0.39 GE•MST23計画(50000PS，蒸気

良 （ボイラ） 条件169at/566°C/566°C)

ガスタービン 再熱・再生方式 刀一0.47(0.44) 船研式タービン内再熱(50000PS
升土Jj 

TIT=1100°C, r=lO,刀r,;=0.8)
.. I 

ディーゼル機関 水素は吸気笠送入式 fo~0.2 （水噴射なし） B&W L-GBE形

混 I現 I T切 o=O.48 (24000-..36000PS) 

ふr=0.8（水噴射）

用 I 刀＝0.47

蒸気タービン :ll-0.5で性能低下なし 刀一刀o=O.34 ¥ KHI再熱ボイラ(30000PS,蒸気

焼 I型 1 （ボイラ） 王構造型に限る ,;ir=0.1~0.. 9,刀=0.35(0.35 条件100叫 520°C/520°C)

ガスクービン ～0. 33), r;o=O. 35 ¥ GE. 再生器付(20000PS)

（備考） 紐：燃料の熱凰比 (4.4.4式），刀：燃料水素の圧縮をー253°cから行う場合の機閃の熱効率， （ ） 

内は一160°Cから圧縮する場合，加：液体燃料利用機関の熱効率， TIT:タービン入口温度， r:圧

力比，加：再生器温度効率，蒸気条件：圧力／過熱器出口温度！再熱温度

2Q心
-（）LllvT-

vHi (4.5. 1) 

ここで， 0：往復航海時間（h), S:復航路長さ

(nm)， その他の品号はこれまでの諸式におけるのと

同じ。

Qjは式 (4.4.2) で与えられるから水索の輸送率

GN!Goは次式で求めることができる。

GE 
2QIS 
-』l -2.9 

1 （い d § Sv2 刀刀1'• D) IIL Ht (4.5.2) 

．•.い GH Sv2 
Go ー1- -1 -2. 9 Go 1 "パHlPLII
(-t羞）§LH (4.5.3) 

式 (4.5.3)にS-5,190nm, l-h-""28, 570kcal/kg, 

{JI、H~7lkg/m3を代入すると

GN V2 
-1 -0. 00743 - （ 1 d Go 刀v乳刀T• D)LII] 

(4.5.3a) 

(dJD)LHは，天然ガスと水素の比重差に粗当する

吃水の減少に対応できる浅い吃水船型の場合と，バラ

スト調節で LNGタンカに等しくする場合とがあり，

それぞれに対応して式 (4.5.3a)は次のようになる。

GN 

l 1-0. 00743汀T}V刀2TLH{
Go l 10[0(07〗43)刀L:GT/v/〗；G)]：IN(;445 5 33:)) 
上式中の VT,v, 7JTLl1は図4.3.3から求めるか，

式 (4.3.13)および (4.3.16a又はb)を同時に解いて

求めることができる。

図4.5.laおよびbに水素の輸送率GN!Goを示した。

輸送率は船速が低い程高く，またタンク容積が大きい

程高くなる。しかしタンク容積の増加に対する輸送率

の増加の割合は容積か大きくなる程少くなり，とくに

船速か低い場合にその傾向は著るしい。輸送率に及ほ

す機関の熱効率の影響はタンク容積の小さい場合と船

速が早い場合に著るしい。

水素の輸送率90％を一応の基準と考えたとき，これ

が実現できるLH2.?1ンカの要目は以下のようになる。

船型および機関とも既存の型式のものを採用すると

(119) 
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五゚l —ll 2 
.91- //~ : i 

.8ト ／ ／ V り
1 15 kt.45 
2 .35 

3 20kt.45 
4 .35 

.7 

゜
5X1Q4 

105 VT m3 2x105 

図—4.5.la 水素の輸送率（浅吃水船の場合）

すれば，図4.5.lbより船速15kt, タンク容積125,000

面以上の低速大型船が必要になる。 この船は機関出

カ22,000PS, タンク防熱層厚さは現用 LNGタンカ
のそれの5倍となり船体の長さ・輻・深さはそれぞれ

同ータンク容積をもつ LNGタンカより13m, 2m, 

lm大きくなる。

船型および機閃とも改良型が閲発された場合は，図

4.5.laより，船速が15ktの時はタンク容積60,000

m虞上で機閲出力 11,OOOPS, 防熱層厚さは LNG船

の7倍船長，幅，深さはそれぞれ16m, 3 m, 1. 6m 
大きくなる。 船速が20ktの時はタンク容積125,000

m噂上で機関37,OOOPS出力，防熱層厚さはLNG船

の4侶，船長，輻，深さはそれぞれ10m, 1. 6m, O. 8 

m大きくなる。

船型や機関の開発と同等もしくはそれ以上に防熱法

を合めた液化水索用大型タンクの関発が車要課題であ

る。

5. システム稼動シミュレーション

5.1 エネルギーの流れ

第3章においては，プラントが太陽エネルギーを受

けて，それから液体水素を製造するまでの各段階での

効率を検討し，また第4章ではこの液体水素のタンカ

(120) 

1.0 

旦
G。
I ノ ----2 
.9 

‘’ ‘ 3 

4 

.8 

／ 
V ？ 

1 15 kt,45 
2 .35 
3 20kt.45 
4 .35 

.7 ゚L 5x1ぴ 1rJ' 
VTm3 

2x105 

図—4.5.1 b 水素の輸送率 (LNGタンカーと同

吃水線の場合）

ーでの輸送に関し検討，そのときの損失を見積った。

これらをまとめて，全体のエネルギーの流れを図s.
1.1のように表わすことができる。

しかし，この流れは，通常のプラントのように定常

な流れとみなすことができない。すなわち，入射する

太協エネルギーはその時刻ごとに変り，曇天や雨天な

どの気象状態変動によっても変る。とくに，太陽入射

がまったくない夜間と雲量大の日においても位置保持

をおこなう必要があるため，その時点ではエネルギー

を消費する，すなわち効率マイナスの状態にある。そ

のために，各段階での平均的な効率を次々に乗じて全

体の効率をみつもり，液体水素収量を計算したとして

も，正しい値とかなり異なるおそれが生ずる。具体的

には，入射エネルギーのないときには，入射があると

きに蓄熱しておいたものを使用するのが一般的であ

る。しかし，裕熱槽の容量をやたらに大きくすること

は設備投資や放熱損失発生の面からみて得策ではない

し，かといって，雀熱量がゼロになる事態か生ずれば

やむをえず生産された水索ないし液体水索を消費する

ことになる。

こういった時間的な変動要素をもいれて，全体の効

率を見積るためには，計算機によるシミュレーション
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1. 3~4. 5X107kWh 

気象によるロス＝33% 反射担失＝15%

I I / 
↑ 追！ビ晶），’・0.：＝（）

:、0:
19S. 4X l010kcal 67% 

受熱担失＝10%

効率35%

4.19Xl08kWh 

65kWh/kg 

li1訊水索製造l

｀ 
80~90% 

図-5.1.1 システムにおけるエネルギーの流れ

をおこなうのがよいと考えられる。

5.2 シミュレーションの手法

シミュレーションを実施するにあたって，次のよう

な条件を設定した。

{1) 太陽入射について

太陽入射は各時刻における高度と雲の状態による。

雲量は平均が季節によってことなる確率分布関数にし

たがって変動するとし，計算機の発生する乱数によっ

て定める。ある時刻における実量の確率分布は 0すな

わち快晴（正確には1/20以下）と10すなわち全天が雲

におおわれる状態にそれぞれヒ゜ークを持つU字型分布

をしていることが特徴である。また，雲量が0と10の

あいだのとき，その時刻に太腸光が雲によってさえぎ

られるかどうかも，やはり乱数発生によってきめる。

(2) 太陽追尾について

以上の雲量の予報は， 1日先についてはほとんど正

確に適中するものとする。そうすると，雲械10の日に

は追尾をおこなう必要はなくなる。その他の日につい

ては第3報の結果により，正確な追尾が可能なものと

する。そして，ある太陽赤緯・緯度差以内の日には，

筏は東西に固定したままでよい。また，ある角速度以

上は正確に追尾する必要なく，一定角速度の回転でよ

い。これらはいずれも第2報の結果からであり，ここ

では，それぞれ太陽赤緯・緯度差の限界を1o, 限界角

速度を1.4 X 10-3rad/secにえらぶ。日没から日出まで

の夜間には， 日出時刻に太陽方向か向けるよう回転す

るが，このとき180°近い回転をする必要はなく，第1

報で定義したA回転からB回転にうつるためのわずか

な回転角でよいことになる。

(3) 各段階でのエネルギー損失について

位置保持と追尾に必要なエネルギーは，海流速，風

速，波のデータから，計算できる。これらは，すべて

同一方向からくるものとし，乱数発生によりある平均

値のまわりに分布させる。その他の部分については，

下表のとおりに定める。

汚染をふくめた反射率 85形

受熱部放射ロス

発電効率

推進効率

水素の電解液化

(4) 計算の手順

10% 

35% 

50% 

65kwH/kg 

シミュレーションの中で，液体水索生産量その他の

計算をおこなうのに，以下の 2通りの方法をとった。

(a)プラント出力は自由に制御できると仮定，すなわち

どんな太陽入射にも対応できる。蓄熱については 1日

の平均位置保持エネルギーの何倍かを容量とし，それ

を色々変えてみる。太腸入射がないときは，この蓄熱

をつかって位置保持をおこない，入射があるときで

も，現在の蓄熱量とその日の予想入熱量の和が蓄熱容

量以上のときにおいてのみ，液体水素製造にまわす。

ただし蓄熱部からの放熱損失はゼロとし，水素燃焼に

より得られるエネルギーによる発電の効率は，同じよ

うに35％とする。

以上のように条件を設定し，叶圃の想定海域である

南太平洋と， 日本近海の両方でシミュレーションをお

こなって比餃した。それそれの地域のデータは下表の

とおりとする。

-- -- ←m.m -- - - - -- - --

-- ［幸jー[-平汀':I日本近海
---- ---- --- ---し---- I 

緯度 S8° = -0.1396rad[ N30°'--'0. 5233rad l 
平均雲量 4.75 I 6.75 
風速 2-8m/sec [ 4-7m/sec 

海流速 O. 2-0. 6m I sec [ O. 2-0. 6m / sec I 
シミュレーションの結果を示すと，まず図5.2.1の

(121) 
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図—5.2.1 シュミレーション結果；液化水素量の

日変化

ように，南太平洋での 1年間での液体水素貯蔵量が平

均雲量4.6と6.0にたいして得られる。当然のことな

がら一年間の液体水素収量は雲量に強く影響される。

次に図 5.2.2に，年平均雲量を横軸，年間液体水素収
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シュミレーション結果；フ゜ラント出力

が自由に制御できるとき（南太平洋）

量を縦軸に，蓄熱容量をパラメータとしてあらわす。

ほぽ5日分の蓄熱容量で限界効用に達し，それ以上の

容量は必要ない。また，図 5.2.3に， 日本近海での結

果について同様に示す。ここでは10日分ぐらいの蓄熱

容量が必要である。液体水素収量は想定海域にくらベ

相当小になっている。いずれにしても，雲量すなわち

日照条件が液体水素収量にたいする決定的要因となっ

ている。

(b) プラント出力は一定とする。

プラント出力が自由に制御できるというのは実際的

でなく，出力をある値にきめて，それに応じて設計を

するのが普通である。ここでは，プラントはまった＜

休みなしに一定の出力で操業するという条件でシミュ

レーションをおこなう。出力以上に太陽入射があれ

ば，それを蓄熱して入射がないときにそなえる。しか

し，蓄熱がゼロになれば水素を燃焼させることにな

る。プラント出力をパラメータとし，南太平洋に限っ

て，横軸に平均雲量，縦軸に年間液体水素収量をとっ

たものが図5.2.4である。その他の条件は前と同じと

した。一般にプラント出力を大にすると液体水素収量

は大となるが，平均雲量がある値をこえると急速に低

下し逆転する。しかし，フ゜ラント出力を小にすると，

蓄熱容量を大きくしなければならないから，広い平均

雲量の範囲にたいして同一液体水素収量を保持できて

も（たとえば出力3.5X 104kWの場合）得策といえな

しヽ。

この 2通りのシミュレーションは， ごく簡単なもの

(122) 
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図ー5.2.4 シュミレーション結果；プラント出カ一定としたとき（南太平洋）

であり，実際の操業にあたってはより精密な制御をお

こなって最適状態を保つことができよう。

5.3 エネルギー変換率と液体水素収量

シミュレーション(a)の場合の結果から，南太平洋で

蓄熱容量を5日分のときに年間液体水素収量は，平均

雲量Cのみによるとすれば

8500 (1-C /10) トン

と近似的にあらわし得る。日照の67％が利用できる

(C =3. 3にあたる） という第3章第1節の仮定から

5700トンの年間液体水素収量がみこめる。

シミュレーション(b)の結果からは，フ゜ラント出力

4. 5Xl04kWとしたとき，平均雲量3.3に対して約

5,000トンの年間液体水素収量がみこめる。すなわち

いずれにしても年間5,000トンの液体水素収量は可能

である。

雲量ゼロとすれば， 1年間にわたって積分すると，

195. 4 X 1010kcalの熱量が得られ， 電力に換算すると

0. 227 x 1010k WHとなる。これが100％液体水素製造

に使用できるとしてその収量と上記収量を比較すれ

ば，液体水素製造段階効率として

24.3% 

となる。しかし，製造された液体水素を燃焼させて得

られる熱量を，雲量ゼロの場合の受熱量と比較すれば

12.3% 

となる。また，雲量ゼロの場合の受熱量と，発電段階

での電力量を熱量に換算したものを比較すれば

18.0% 

となる。

このように，どの段階でどのような量を用いて定義

するかによって，エネルギー変換率の値がことなるか

ら注意する必要がある。いずれにせよ，同じ太陽光を

利用する太陽電池などに比べても充分なエネルギー変

換率をもっている。

6. 環境への影響

6.1 局地気候への影響

太陽熱発電は石炭•石油•原子力等に比べ熱源から

有害物質が排出されないため環境を損なうことが少な

いものと見なされている。

しかし，地上に到達する太陽エネルギーの密度は小

(123) 
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表-6.1 想定海域および周辺のエネルギー収支諸燒

単位 kcal/cm2・年

海 域 1 全天日射吸収日射アルベトゞ 有効長波放射 正味放射顕熱流束潜熱流束 I J 出 典
- - -- - - - - - - ---- -

想 定海域 150 I 140 I o. 07 I 40 I 100 I 88 i 8. 8 文献2

北緯100平均 155 I 146 I o. 06 I 44 ! 102 文献30

太平洋平均

全海洋平均 一

（注） 単位は一部変更した。

さく工業的に有効なエネルギーに変換しょうとすると

広大な集光面積が必要になってくる。本調査研究にお

いても集光装置として (lkmxlkm)の集光筏を構想

してその技術的可能性について検討し，肯定的解答を

得たところである。海上では陸上と比べ地形による制

約がないため集光筏の設置数を増やすことによって発

電規模の拡大を企ることは容易である。もしこのよう

に集光筏で海面を広く覆った場合は地域の熱収支バラ

ンスに変動を与え，局地気候に影響が出ることも懸念

される。そこで文献調査によってこの問題を検討して

みることにした。

先ず想定海域の熱収支がどうなっているかを示すと

表6.1のようになる。

地表に到達する太陽エネルギーは短波放射（波長

O. 2--3 μm)で，大気層を通過する際には殆んど吸収

を受けず大半が地表で吸収される。この地表で吸収さ

れたエネルギーが長波放射（波長4~10μm)・顕熱・

潜熱等に変換されて大気中に放散され気候現象の原因

となっている。短波放射の吸収量は反射率（アルベ

ド）で示される地表の特性によって決定されるのでア

ルベドの変化は気候現象を考えるとき重要な意味をも

っている。

入射太陽光は直逹日射と散乱日射から構成されてい

表-6.2 緯度別年間積算日射量（睛天，水平面）

単位 kCal/cm2・年

虹達日射 一

I 

，南緯直達日射散乱日射全天日射／ 
! o I 191. s I 40. s I 232. 3 I o. s2 
! 15 I 184. 6 I 35. 8 I 220. 4 I o. 84 
! 30 I 161. o I 37. o I 198. o 
I 45 I 129. 1 I 32. 6 I 161. 1 
全地球
平均
------

148. 2 I 35. 0 I 183. 0 

（注） 文献32)による，単位は変更

(124) 

0.81 

0.80 

0.81 

- I 85. 8 I 18. o I 8. 8 文献31
- I 82.3 I 74.5 I 8.8 文献31

て，緯度別の水平面日射は表6.2のように見積もられ

ている32)。この表は晴天において理論的に算出したも

ので，実際は曇りの影響で表の値を下回り表6.1に示

すような値となる。

太陽熱発電の集光装置は直達日射を吸収してその一

部を電力に変換し残りを排熱として放出する。一方散

乱日射は高い反射率で空間に反射してしまう。このた

め集光装置を設置する地表のアルベドが低い場合には

集光鏡の散乱日射反射効果によってアルベドは高くな

り逆に地表のアルベドが高い場合には直達日射の吸収

効果でアルベドは低くなる。このような変化の度合を

見積る方法を文献33)では次のように取扱っている。そ

の方法は

入射エネルギー＝ （反射エネルギー） ＋ （吸収エ

ネルギー）

の式の第1項と第2項のそれぞれに対し集光装置の有

無による変化比率 Rと凡を次式により求めて評価す

る。

R 二 D(1 -gい （1 -D） （1 -g2) ＋ D •g1 • R；；＇ーし

+(1-D)g2• Rm2 
R(/ 

R臼 D(1-gい (1-D)(l-g2)-I-D•g1• 青：し

Am2 (1- 刀1)+~(1-D)(l- 刀2)
Ag 

ここでD=
平均直達日射最
平均全天日射量ー， Rい地表面反射率，

Rm1：直達日射に対する集光鏡反射率， R四：散乱日

射に対する集光鏡反射率， Ag：地表面吸収率， Ami:

直達日射に対する集光鏡吸収率， Am2:散乱日射に対

する集光鏡吸収率，約：直達日射に対する集光鏡の地

表被覆率，島：散乱日射に対する集光鏡の地表被覆率，

刀l：直達日射に対する発電効率， 加：散乱日射に対す

る発電効率。



Rは集光鏡設置前後のアルベドの比であり， Reは地

域環境に保留されるエネルギー（長波放射・顕熱・洞

熱•発電装置の排熱等の総和で，利用エネルギーとし

て地域外に持ち出されるものを除く）の比である。

RとReの算定に用いられるパラメータに本計画フ゜

ラントで想定される数値を当てはめてみる。 Dは0.8

Rgは0.07,Rm1は0.15,R四は1.0, Aqは0.93, Am1 

はO.85, Am2はO, 刀1は0.2, 刀2はO,地表被覆率は

g庁約として最大0.5（集光筏は太賜追尾のため回転

するもので筏の対角長 1.14kmを1辺とする 2km2の

正方形海面を設置所要面積とする）として R,Reを

算定したのが表6.3である。表は筏を多数基配置した

表-6.3 地表被覆率別RとReの変化
... 

地表被覆率 R （ア）レベド） Re（吸収エネルギー）

%: ％ 
0（自然海而） 1 (7.0): 1 (93.0) 

o. 1 I 1. 36 c 9. 5) ! o. 96 cs9. o) I 
o. 3 I 2. 07 (14. 5) 1 o. 88 (81. 8) 
o. 5 I 2. 79 (19. 5) i o. 79 (73. 5) 

場合を想定し，その配置密度すなわち表面被覆率の変

化に対する RとReの関係を示してある。表より地表

被覆率が最大値0.5をとる場合は Rが2.79, Reが

0.79となる。これは集光筏設置前の反射エネルギーが

入射エネルギーの7％であるのに対し設置後は19.596 

に増加し，吸収エネルギーは設置前入射エネルギーの

93％に対し設置後73.5％となり約20％の減少をするこ

とを意味している。このように設置海面に保留される

エネルギーが20％減少することがフ゜ラントの規模との

関係で水温・気温・雲量等の気象要素にどのような変

化をもたらすかは今後の検討に残されたが，集光筏の

密集配置は気候に対する影響から限界が出てくること

を指摘しておくことにする。

6.2 生態系への影響

プラント設置の予定海域は赤道潜流による湧昇域に

近接し栄養塩に富んだ場所であり，キハダマグロ等の

好漁場となっている。従ってエネルギー生産の観点だ

けで海域利用を考えるべきではなく既存資源に対する

配慮が必要である。

プラント設置が生態系に与える攪乱要因は (1) 光

合成阻害 (2) 冷却水系への取水 (3) 温排水による

局所的水温上昇 (4) 電解槽への取水等に注目してお

こう。このような影響を受け易い生物は動・植物フ゜ラ

ンクトン，魚類の卵，幼生等と思われる。これ等の中
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で植物フ゜ランクトンは太陽エネルギーを吸収して光合

成作用により無機物から有機物を合成し， この有機物

が食物連鎖を通して泊費され海作生態系を維持してい

る。それ故柏物フ゜ランクトンは海汀•生物資源の陥礎生

産という重要な位置を占めている。そこで植物プラン

クトンに対する影轡を焦点にして生態系の問題を検討

してみることにする。

先ず光合成阻害であるが，これは集光筏による日射

の遮蔽によってもたらされる。植物プランクトンば波

長0.4~0. 5pmの光を吸収して光合成を行っている。

(
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種々の海域で得られた植物フ゜ランクトン

の光合成一光曲線

[Steemann Nielsen and Hansen, 1959]34l 

a :表層の植物フ゜ランクトン， b :有光罰下部の

植物プランクトン， 1 :熱儒， 2 ~4 :温常の夏

平， 5と6：寒幣の夏季， 7 ：温術の冬平

図ー6.1

光の強さと生産量の関係は図6.1のように求められて

いる。また睛天日の生産鼠に比べ鈴天日には生産量が

50％に抑制されることもわかっている34)。こうした事

実を考えると集光筏の下部水域は光合成阻害の場とな

ることは明らかである。ただ，海流が存在するので筏

下部における滞留時間が影響を規定する囚子となる。

粗い推定をすれば，筏の対角長を海流に乗って漂流し

たとして30-120分を要することになる（想定海面の

流速は 0.4-1. 3kt)。この時間は非常に短いようであ

(125) 
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るが植物プランクトンの平均世代時間は10時間前後と

見なされており筏が何基も浮んだ海域を想定すると光

合成阻害は充分起り得るものと考えねばならない。

次に冷却水系への取水による影響については沿海地

の陸上発電所で検討された報告を参考にする35)。それ

によると火力発電所の冷却水量は lOOMW 当り約4

m刃s という大きな量を必要とする。集光筏1基当り

の電気出力は 35MWと見込まれるから 1.3m町s程度

の冷却水を取水する訳である。この取水に混入した微

Il注物は冷却水系設備中を通過する間に環境の急変に
直面させられる。主な変化は (1) ポンプによる圧力

増加 （2) 復水器内での水温上昇 (3) 塩素添加 (4) 

取水ロスクリーン・ポンプ・水管等による機械的損傷

等である。観測例によると冷却水系を通過することに

よってプランクトン類は95形が死滅すると報告されて

いる。その原因として観測者は水管のスライム付着防

止用に添加する塩素が主因であると指摘している。こ

の事は冷却系取水に比べ水量は少くなるが海水電解槽

中において塩素の発生が指摘されており 36)冷却水と同

様の障害を発生させることが想定される。以上のよう

に取水はその中の生物を破壊する可能性が大きいが，

生物は比較的表層水中に生息しており，植物フ゜ランク

トンについていえば光の透過深度に関連して増殖が活

発に行なわれるのは50m以浅と見なされており取水□
をそれより深く設けることで開害の軽減を企ることは

可能であろう。

7. むすび

石油にかわるエネルギー源としての太陽エネルギー

利用を，国土の狭小なわが国で大規校におこなうには

洋上にフ゜ラントを設置するのが適当と考えられる。そ

のひとつとして， 日照の強い南太平洋上に筏をうかべ

その上に太陽熱プラントを建設し，液体水素を製造す

るという案があった。この計画が現在の技術で実現可

能であるか，とくに洋上に設置した場合に生ずる固有

な問題をどう解決するか，について調査研究をおこな

い，報告をおこなってきた。第1報では，横浜国大お

よびマイアミ大でそれぞれ提案された集光筏構造につ

いて，実現困難と判断し，それにかわる「船研式集光

筏」というべき方式を提案，その構造・安定性・諸外

カの影響を考察し，想定海域の気象・海象条件の下で

実現可能との結論を得た。第2報では，太陽運行の想

定海域での特殊性にかかわる諸問題を解決した。また

第3報では，巨大な筏の洋上での太腸追尾回転という

(126) 

未経験の課題を検討し，ほぼ許容誤羞現屈寸で追尾可能

と結論した。

この第4報では前報の諸結果をうけて， もっとも重

要なエネルギー収支および液体水素収量がどの程度に

なるかということ，および周辺諸問題を検討した。そ

の結果を以下に列挙する。

(1) 海塩による反射鏡汚染と降雨による洗浄，およ

び効率低下について実験とそれにもとづく各種予測

式の仮定をおこない， シミュレーションの結果，一

年を通じて平均すると，汚央されていない鏡面とく

らべて2％程度の反射率低下がみこまれる。

(2) 集光から液体水素製造までの各段階での効率と

所要エネルギーないしパワーの見積りをおこなっ

た。

(3) 生産された水素の輸送には液体水素タンカーが

当面最適であること，開発すべきタンカー船型にど

んなことが要求されるか，ボイルオフガスを燃料と

して使用する形式で日本まで90％の液体水素が輸送

できること，そのための主機関として改良刑ガスタ

ービンが有望であること，などを示した。

(4) システム全体で，最終的にどのくらいのエネル

ギー変換率と液体水素収量がみこまれるか，エネル

ギーの流れを主にとらえたシミュレーションをおこ

ない，液体水素収量が日照率に大きく影曹されるこ

と，想定海域では年間一基あたり 5,000トンの液体

水素収量がみこまれることがわかった。もし， 日本

近海 (N30°付近）に設置すれば，収量は半分以下

に落ちると推定される。

(5) このような巨大浮体が多数存在する場合の海洋

環境への影轡として，局地的アルベドの変化と梅生

プランクトンヘの影響のふたつを考察し，前者に対

しては無視し得ない変化の生ずること，後者に対し

ては光合成阻害の考慮は必要であるが，プラント用

取水に関しては深くからおこなうことによって問題

はないこと，などを示した。

以上のようにして，エネルギー変換率と液体水素収

量について充分という結果が得られ，周辺諸問題にお

いて予想できないものが残されているかもしれない

が，本計画は技術的に可能であると結論できる。な

ぉ，想定海域が公海であることから，フ゜ラント設置が

合法性をもつかどうかも検討した。従来公海条約によ

って規定されていた「公海の自由」では航行・漁業・

海底電線敷設等条文に例示された利用態様との類推か

ら合法であるかどうか判断せざるを得ない状況であっ



たが， 1982年3次海洋法会議で採択された海洋法条約

では「公海自由」の例示事項として人工島等の建設の

自由か追加され，本計画構想の法的疑義は解消される

ことになった。 197o&ド国連で決議された深海底資源利

用に関する原則宜言決議によれば「国家の管轄権をこ

える海底区域とその資源は人類の共同財産である」と

の理念を確認している。太陽エネルギーはこれまで資

源とみなされていないが， 日照に恵まれた想定海域は

人類共有の資源という認識で利用計両を組織すること

が必要である。

以上述べてきたように，標題に掲げた計画に対する

技術的可能性を論ずるという本調査研究の目標は，ほ

ぼ達成されたと考えられるが，開発を目標とする研究

に結びつけてゆくとすれば，エネルギー償還も考慮に

いれた経済的側面を考察し， システム最適化をはかる

方向で細部の改善をすすめる必要がある。

強いて技術的側面での具体的な残された問題点を列

挙すると，以下のようなものがある。

(1) 実用化のためには効率増大が必要でそのために規

模が巨大化する傾向が生じる。そのときの環境にお

よぼす影瞥をよりくわしく検討する必要がある。

(2) 想定海域の気象・海象の入手データは豊富といえ

ない。本研究では，やむを得ずそのまま使用した

が，長期間の観測をおこなってこれをおぎない，そ

の結果にかかわる流力的諸問題の研究を深める必要

がある。

(3) 水素の大量輸送・貯蔵・荷役などの技術を確立す

る必要がある。とくに液体水素タンカーに関する研

究は，船研の果すべき役割であろう。

なお，筆者らは，集光から発電までのシステムを，

たとえば太腸電池によっておきかえるなどの代替案を

否定するものでなく，そのような筏を想定海域におい

たときの検討も考えている。
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